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第１章 調査研究事業の概要 

 

１－１．調査研究事業の概要 

わが国では、長引く新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、自殺者数、DV 相談件数

への影響にも見られるように、孤独・孤立の問題の顕在化、深刻化が進んでいる。さらに

今後、物価高騰の影響も加わって、生活困窮等に関する不安や悩みを抱える者、悩みが深

刻化する者が増加する恐れがあり、孤独・孤立に悩む者に対するきめ細やかな対応の強化

が喫緊の課題となっている。 

一方で、令和４年２月には、国レベルの官民連携プラットフォームが始動した。今後、

支援を必要な方々に、よりスムーズに各種の支援策が届くようにするためには、住民に身

近な地方においても行政や NPO 等の連係を進めていくことが求められている。 

 

１－２．調査研究事業の目的 

以上を踏まえ、本業務は、直近の孤独・孤立対策に係る調査結果や、令和４年４月にと

りまとめられた「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」を踏まえ、孤独・孤立に悩む方々

に各種の支援策がより着実に届くよう、住民に身近な存在である地方公共団体や NPO 等

関係団体の連携強化を緊急に行い、地方公共団体における孤独・孤立対策の充実を目的と

して実施するものである。 

具体的には、孤独・孤立の問題に対応するため、地方公共団体等において、官・民・

NPO 等の関係者による地方版孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム（以下、「連携

PF」という。）の形成を前提として、孤独・孤立対策の充実に取り組む活動を側面から支

援するとともに、それらによる連携 PF の形成に向けた取組過程について調査・分析を行

い、全国の地方公共団体に共有する調査研究事業を実施するものである。各自治体におい

て求められる連携 PF の絵姿や取組は、各自治体の位置づけ（広域自治体／基礎自治体

等）や地域性、社会実態等に応じて異なることから、それら要素を総合的に俯瞰しつつ、

目的に整合した取組となる側面支援が必要である。 

官民を超えた連携を作っていくに当たり、当初は連携 PF を主導するのは行政であるも

のの、その構成団体に含まれる過去から孤独・孤立に関連する社会課題解決や支援を行っ

てきた団体から行政が学ぶこともあることや、官民を問わず共通した社会課題に取り組む

立場として各団体間で自立的な協力関係を構築する状態を実現する必要があることから、

本連携 PF は、参画する関係者が対等に相互につながる「水平型連携」を目指す。ついて

は、連携 PF の構成団体が共通の立ち位置での検討を可能とするために、各団体からみた

問題認識を共有し、共に対応すべき課題を設定の上、その解決のために各団体が何をでき

るか、といった視点が重要である。連携 PF の構成団体は、本業の中で孤独・孤立に係る

取組を行っていることも多く、個々の取組の中で既に価値提供を実現している場合もあ

る。よって、本連携 PF における取組においては、それら団体がつながることでどのよう

な新しい価値を創出できるか、といった観点から連携要素を導出する。具体的には、各団

体における取組の課題や、活用可能なリソースを踏まえ「情報をつなぐ」「ノウハウを共

有する」「協働する」といった観点から各団体の機能補完や、連携による新しい取組を作

り出す余地について検討することが重要である。  
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１－３．調査研究事業の実施体制 

本業務に求められる専門性を有するコンサルタントによって検討チームを組成した。特

に主たる業務従業者の多くが「地方公共団体を対象としたモデル事業への支援業務」の経

験を有しており、地方公共団体への計画策定を含めた伴走支援や PMO 支援といった本業

務と類似する知見・経験を豊富に持つ。孤独・孤立について独自研究を行っているメンバ

ーも体制に含み、本業務を効果的に進めることが可能な体制でプロジェクトチームを構成

した。 

加えて、弊社は「東北、関東、北陸・東海、近畿地域」も受注しているため、両案件を

統轄する業務責任者を置いて情報共有等を効果的に行う体制を組成した上で、それぞれの

案件のとりまとめを行う担当技術者（リーダー）を設置した。その担当技術者（リーダ

ー）のもと、自治体ごとに主担当を設定して各自治体の伴走支援を行った。 

また、本調査研究においては、各自治体における孤独・孤立対策を前に進めるための試

行的事業の発注を行うこととなっており、それら発注や精算に向けた事務手続きを着実に

遂行する必要がある。よって、経理業務については、経験豊富な監査法人と必要に応じて

連携し、効率的に対処できる体制を敷いた。 
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１－４．調査研究事業の詳細（各自治体の活動で得られたこと） 

 

１）官民連携 PFの組成 

今年度より新たに孤独・孤立官民連携 PF に取り組む自治体においては、その目的、構

成団体、取組内容等について検討が必要であったが、自治体の問題認識や社会実態等に応

じた検討を通じて、関連する支援団体等へのアプローチを行い、孤独・孤立対策における

取組課題について検討を開始した。 

本調査研究業務を開始した時点で既に連携 PF が組成されていた自治体もあったが、そ

の場合はより具体的な課題認識の共有を通じて、既存の取組や仕組みの高度化、PF の拡

大に向けた検討を行った。 

 

２）試行的事業の実施 

各自治体において、孤独・孤立対策を着実に前進させるための試行的事業の企画、発注

を行った。企画にいては、目指すべき孤独・孤立対策のゴールに対し、当該自治体が果た

すべき役割を踏まえ、企画を行い、着実な検討と進捗管理を行った。 

現状の各自治体における「試行的事業」の内容をマッピングしたところ、市町村、都道

府県とステイタスが異なっても、実態調査、広報活動、人材育成等、幅広い取組が進めら

れようとしている。一方で、協議体としての取組は始まったばかり、もしくは今後初めて

いくところもあるため、引き続き支援団体や要支援者が抱えている課題や、支援ニーズの

把握を通じて、連携プラットフォームとしての仕組みの高度化が必要。現状の取組を継続

させるとともに、支援団体・要支援者等のニーズ把握を通じて、連携プラットフォームと

しての仕組みの高度化が求められる。 

今後とも、市町村からは住民と直接相対している基礎自治体の視点から都道府県に課題

認識を伝えていくと共に、都道府県としては広域自治体としてより普遍的に必要とされる

サポートの把握、実施につながるよう、今後とも両者の協働と役割分担といった観点から

連携の在り方を模索していく必要がある。 

図表 各自治体における試行的事業の整理マップ 

   

自治体

1 北海道

• 【過年度】

アンケートによる実態把握（道

民・民成員・活動団体）

• 地域版PFの検討 • 普及啓発イベント

• ひきこもり支援に関する

研修会の開催

• ロゴ、ノベルティ作成

• 北海道情報ナビの広報

2 登別市

• 【過年度】「人びとのつながりに

関する基礎調査」の実施

• 「周辺地域を対象とする広域

的なリソース調査」の実施

• PFにおける今後の動きに関す

る情報共有及び協議

• 【今年度別事業】つながりサ

ポーター養成事業

• 周知啓発用パンフレットの作

成

3 江東区

• 区全域でのリソース調査 • PFの検討

• PF会合の開催

• パンフレット作成

• フォーラム開催・動画配信

4 品川区

• 孤独・孤立に係る関係団体へ

のヒアリング調査

• 当事者へのヒアリング実施

• PFの検討

• PF会合の開催（来年度実

施予定）

• オンラインカウンセリングサービス

• SNSを通じたアウトリーチの実施

※いずれも来年度の実施を検討

• 重層事業における研修会の

講演会での孤独・孤立のテー

マの取り扱い

5 春日井市

• 既存会議体の活用

• 新規PFの構築・開催

• 庁内連携会議

• つながるノートの作成・運用

• 民生委員向け研修会

• 相談窓口一覧リーフレット

• 情報誌作成

6 宇城市

• 市内のひきこもりの実態調査

• チャット相談の内容分析

• 関係団体へのヒアリング

• PFの検討

• PF会合（研修会）の開催

• チャット相談や支援団体への誘導 • SNS・チラシ・TV広告での周

知

• 庁内研修会でのインプット

市町村 道・政令市

凡例

知る つくる・つなげる・つたえる

R:Research

地域ニーズ・シーズ把握

P:Plan

合意形成

計画・構想策定

体制組成 支援提供 広報・周知

D:Do

企てる

※自治体の並びは、自治体コード順

※上表は、本事業における「試行的事業」をマッピングしたもの。本事業以前に既に取り組んでいる、

もしくは本試行事業の枠外で実施している事業は記載していない
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３）各自治体が官民連携 PFに取り組む上での留意点・示唆集の作成 

次年度以降、他の自治体が孤独・孤立対策に取り組む上で留意すべき事項を示唆集とし

て取りまとめた。特に、連携 PF の組成については、これまで同様の取組をしたことのな

い自治体にとってはどのような手順や、工夫により検討を進めたらよいか、その指針とな

るものが必要となる。今年度、側面支援を行った自治体と、連携 PF 形成に向けた検討

や、過去の取組の経緯について議論、ヒアリングする中で、連携 PF 形成に向けてどのよ

うな課題や工夫があったのかを把握することができた。それらを PF 形成フェーズと、課

題のカテゴリーごとに整理することで、今後、他の自治体にとって参考となるよう取りま

とめた。 

詳細は第３章で記述するが、連携 PF の形成フェーズ、および課題ごとに各自治体の取

組を整理したところ、大きな取組の方向性と示唆として以下が抽出された。 

 

（ア）初期段階 

① 主担当部署・主担当者の設定 

・ 孤独・孤立対策は福祉政策の側面が強いため、これまでの重層、生活困窮支援

などを担ってきた福祉部署が担当 

・ 孤独・孤立対策は、庁内各課での連携が重要であり、庁内他部署につなぐ経験
が豊富な部署、コアとなる部署が担当 

・ 地域とのつながりがあり、地域の現状をよく理解した部署が担当 

・ 全国版の PF や国の有識者会議等を参考とした 

・ 庁内の経験部署、経験者の巻き込み 

② 地域課題・実態の概要の把握 

・ 既存のアンケート調査等で問題の根拠となるデータを得ていた 

・ 取組開始前に軽くサウンディング調査・情報照会を実施した 

・ 日ごろから関係団体との情報交換を実施している 

・ 庁内での情報連携のタイミングがあり、関係課と認識合わせを実施 

③ 連携 PF の運営形態の検討 

・ 既存組織会議体との重複排除のため、既存の会議体を柔軟に活用、構成員も概
ね引継ぎ 

・ 新しいコンセプトで連携 PF を設立 

・ 参加主体に重複はあるものの、連携 PF と重層の役割分担を整理 

・ 連携 PF は立ち上げ済であり、今年度は参加者の拡大を検討 

・ これまでの福祉での連携を活かしつつ、福祉以外の分野の関係者との連携の枠

組みを広げる 

・ 分担等を整理し、地域に根差した複数の PF を構築することを目指す 

 

（イ）準備段階 

④ 地域課題の詳細調査 

・ 支援団体への調査で課題を把握、リソース調査での支援団体の活動内容の把握 

・ 住民の孤独・孤立に係る実態を把握するためのアンケート調査を実施した 
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・ コミュニティ・居場所づくり等の福祉外の活動団体から意見を把握 

・ 孤独・孤立の中にある当事者の方の生声を聞く 

・ 問題認識・理解向上を目的とした PF 構成員による勉強会や意見交換を実施 

・ 庁内にもリサーチ、情報共有を図る 

⑤ 連携 PF の運営形態・体制の検討 

➢ 体制 

・ 特定の支援対象者像・住民属性に焦点を当てた団体で体制を組む 

・ 支援体制を検討する中で不足する機能を特定し、体制に含むことを検討 

・ 既存の合議体をベースとすることで負荷を軽減した体制の構築を目指す 

・ 広域自治体において、全域と地域の PF の方向性や役割分担についてあり方を整

理 

➢ 活動内容 

・ PF のメイン事業を決定し、孤独・孤立に関心のある団体やすでに取組を進めて

いる団体を中心にメンバリングを図った 

・ PF としての取組を活性化する観点から、行政が PF の取組を徒に狭めないよう

必要な機能のみを提示 

・ 居場所づくりに焦点を当てた取組を実施 

・ PF 独自の新たな支援の創設を検討 

・ 広報・情報提供を主軸とした活動を実施し、支援情報を一元的に発信するなど
支援情報や活動の見える化を進める 

⑥ 連携 PF 参加者の検討・巻き込み 

➢ 庁内の巻き込み 

・ 幅広い分野が関わることを前提に全庁など幅広く声がけを実施 

・ 支援対象・テーマを受けて、関係が深く対応機能を有する部署に声掛け 

・ 既存の会議体をベースに庁内への声がけを実施 

・ 理念的な庁内連携だけではなく、具体的な事業ベースで協働の働きかけを実施 

・ 庁内の関係課に情報をインプットし、共通認識の醸成、共感を得た 

・ 孤独・孤立の入り口となる可能性のある関係課、窓口を持つ関係課への声掛け 

・ 日常的なコミュニケーション、相互に協力する関係性を構築している 

➢ 庁外の巻き込み（検討方法） 

・ 庁内の各部署と過去に連携経験・信頼関係があることを重視して検討、日ごろ
関係する団体には随時情報をインプットする 

・ 支援団体との意見交換を通じて、行政の発想にとらわれない PF 参画団体を検討 

・ 活動のさらなる展開を狙いとして市域に留まらない広域の団体との連携体制を

構築 

➢ 庁外の巻き込み（巻き込み方法） 

・ キーパーソンを活用し、紹介をベースとした巻き込みを実施 

・ リソース調査を活用し、声がけする団体を把握など、調査や情報発信をきっか
けとした声がけを実施 

・ 支援団体の活動に飛び込むなどの工夫で、新規のネットワークを開拓 
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（ウ）設立段階 

⑦ 域内住民・関係団体への情報発信 

➢ 広報活動 

・ 対象によっての広報ツールの使い分けが重要。これまでリーチできていない対
象、今回注目したい対象に有効な手法を突き詰めて検討 

・ 紙媒体の配布方法では、広報紙での大規模配布や孤独・孤立の入り口になりう

るタイミングでアプローチするなど、配布方法、伝達方法を工夫 

・ 内容を読みたくなる構成や、相談しやすいメッセージ、受け取りたくなるシー
ルなど配布物の内容を工夫 

➢ イベントの開催 

・ 開催場所の工夫、集客力のある会場選びや開場装飾で機運醸成、イメージ戦略 

・ 有識者を呼び理解を深めるための研修会等を実施し、人材育成に取り組む 

・ 関連イベントとの一体的なシンポジウムの実施による効果的な情報発信 

・ 孤独・孤立対策に取り組む NPO や事業者等とのモデル事業実証実験として「だ

れでも食堂」を開催した 

・ アートを起点とした情報発信の実施 

・ 能登半島地震を受け、「災害時の孤独」をテーマにシンポジウムを開催 

・ ノベルティ、グッズの配布で、家に帰った後も思い出してもらう、二次的な周
知啓発の効果を期待 

⑧ 連携 PF の運営 

・ 連携 PF の会合においては、参加者同士の活動紹介やつながりづくりの場とする 

・ 自治体は主に会合の開催を担い、参加者の課題の把握、ニーズのある活動を把
握し、推進する 

・ ２層構造の中で、コアメンバーでの運営会議、それ以外のメンバーとのゆるい
つながりづくりを予定している 

・ PF 設置初期段階では、構成員間の取組の把握・問題意識の共有のほか、論点設

定や事前の趣旨説明の丁寧な実施が肝要 

・ PF において、新たな支援を一体的に実施することを検討する 

・ 当初は自治体が主導し、他地域への横展開にむけたノウハウの獲得等を実施 

 

（エ）自走段階 

⑨ 今年度の積み残し課題 

・ 持続可能性を考えた、今度の PF の運営主体の検討 

・ 関係者の継続的な巻き込み、拡大 

・ 参加者が重複する中での、重層との棲み分けの整理 

・ 域内全体での取組の活性化に向けて、市民の巻き込み・周知を推進する 

⑩ 来年度以降の方針 

・ 初年度の取組から得られた知見をもとに、対象テーマの見直し、決定を進める 

・ 十分な理解のもと推進するため、継続的な情報発信、普及啓発 
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・ 参加団体の拡大にむけた声がけ、福祉分野外への展開、支援対象者の拡大 

・ モデル地域でのノウハウのパッケージ化と地域への横展開 

・ PF の分科会設置、関連する施策との連携を検討 

・ 小規模都市ならではの孤独対策についても検討する 

・ 県として PF メンバーや支援情報のハブとなる機能を持ちつつ、PF を運営する 

・ 市内他地域への横展開にむけて、人材育成・予算確保を併せて進める 
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１－５．本報告書の構成 

本報告書は、以下の構成・概要による。 

第１章は、先述の通り本調査研究における概要、目的、実施体制、調査研究事業の詳細

（活動で得られたこと）等について記述した。 

第２章は、内閣官房が公募し決定した６つの地方自治体ごとに取組の全体像、連携 PF

イメージ、試行的事業の一覧、他の自治体にとって参考となる留意点・示唆等について記

述した。 

第３章は、第２章で記述した連携 PF の行程および実務上の留意点をベースに、PF 形成

フェーズ、および課題単位で各自治体が特筆すべき留意点・示唆の詳細を再構成、整理し

た。 
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１－６．仕様書と本報告書の関係 

仕様書と本報告書の関係は下表の通りである。基本的に、報告書の項目は、仕様書の各

項目に対応して記述している。 

 

仕様書項目  本報告書項目 

① 地方自治体等の現状を踏まえた作業計画の策定・運

営管理 

⇒ 第２章 事例集 

「５．自治体等との打合せ記録一覧」 

② 地方自治体等における孤独・孤立の問題の現状分析  ⇒ 第２章 事例集 

「１．取組の全体像」 

③ 連携 PF の形成に向けた取組案の作成  ⇒ 第２章 事例集 

「２．連携 PF イメージ」 

④ 連携 PF の行程及び実務上の留意点の調査・分析 ⇒ 第２章 事例集 

「４．連携 PF の行程および実務上の

留意点」、「コラム ～地方の支援団体

から見た孤独・孤立対策と連携 PF の

重要性～」 

第３章 留意点等示唆集 

⑤ 孤独・孤立対策の試行的事業の実施と効果検証 ⇒ 第２章 事例集 

「３．試行的事業一覧」 
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第２章 事例集 

 

本章においては、内閣官房が公募し決定した北海道、登別市、江東区、品川区、春日井

市、宇城市、の６つの地方自治体における連携 PF の形成に向けた取組やその過程で得ら

れた実務上のノウハウや留意点等についての事例を記述している。具体的には、取組の全

体像、連携 PF イメージ、試行的事業の一覧、連携 PF の行程および実務上の留意点、地

域の支援団体から見た孤独・孤立対策と連携 PF の重要性についてのコラム、自治体等と

の打合せ記録一覧について、地方自治体ごとに表形式でまとめて記述している。  
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２－１．北海道 

No. １ 北海道 

 

1. 取組の全体像 

１．自治体の概要 

①  自治体名 北海道 ② 担当部局名 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

⑪  人口 5,224,614（人）＜令和 2年 10月/国勢調査＞ 

⑫  
自治体内 

連携 

庁内連携部局 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

庁内連携内容 

※会議体、情報共有 
・ ― 

庁内連携部局 

総合政策部国際課、地域政策課、DX推進課、環境生活部道民生活課、消費者

安全課、保健福祉部総務課、地域保健課、障がい者保健福祉課、高齢者保健福

祉課、子ども政策企画課、子ども家庭支援課、経済部雇用労政課、産業人材課、

教育庁教育政策課、社会教育課、生徒指導・学校安全課 

庁内連携内容 

※会議体、情報共有 
ほっかいどう孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム 

２．形成をめざす地方版連携 PFの姿 

①  

従前の取組 
※重層の取
組、外部組
織連携、地

域コミュニ
ティ形成等 

・ こころの健康 SNS相談窓⼝を設置し、⾃殺対策などの体制を強化（R3年度） 

・ 「北海道ケアラー⽀援条例」を制定（R4年度） 

・ R4年度モデル事業参加時に PF準備会を実施 

【構成】社協、NPO支援団体、自殺対策・ひきこもり対策団体 等 

【調査】道民向け、民生委員向け、活動団体向けのアンケート実施、実態把握 

【情報】「北海道支援情報ナビ」の充実化 【企画】支援者向けシンポジウムの開催 

・ 令和 5年度 10月に PFを開催 ⇒各地域への周知啓発を実施 

②  

実現したい

状態 
※構築する仕

組み/支援
対象の住民
を取り巻く

環境 

最終的な

ゴール 

• 道内各地域の実情にあわせて、官民連携プラットフォームが設立され、対策に取
り組んでいる 

• 孤独・孤立対策に関する道民全体の理解が進んでいる 

• 必要なときに支援情報にアクセスする環境ができている 

今年度の

ゴール 

• 地域版の連携 PFとして振興局の PFのあり方の整理 

• 啓発イベントの開催及び広報活動による一般道民の機運醸成 

• 研修会の開催による自治体職員等のスキルアップと理解促進 

• 広報による北海道支援情報ナビの認知度向上 

３．地方版連携 PFにおける連携体制 

①  

地方版連携

PF 

（全道単位） 

幹事会員：北海道、道社協、北海道 NPOサポートセンター、⾃殺対策・ひきこもりの家族やひとり

親家庭の当時者の全道組織等 14団体 

会員：市町村、市町村社協、その他の団体 

選出・打診

時の工夫 

• 幹事会員は昨年度の準備会の参加者を中心とする 

• 会員は市町村や市町村社協、支援情報ナビに登録を行った民間支援団体に参画

を打診 

地域版連携

PF 

（振興局単位） 

振興局、市町村、自立相談支援機関、市町村社会福祉協議会および関係団体 

選出・打診

時の工夫 • 振興局単位で生活困窮の PFと見守り連絡会議の構成団体を中心とする 

②  

地域協議会 

※特に専門性の高い支

援を行う団体等で構成 

― 

選出・打診

時の工夫 • ― 

４．PF連携による価値や工夫＿考え方 

【全道の PF】 

・ 情報共有、広報・啓発、支援情報の一元化、連携した取組の好事例の共有 

【振興局の PF】 

・ 情報共有、地域課題の把握、地域づくり、つながりづくりの取組の推進を担う 

・ わかりやすい行政単位、十分な理解の下での推進、できるだけ負担を少なくすることに留意し、14振興局ごとに、既

存の組織体をベースとして設置し、福祉のつながりから、福祉以外の取組に拡げる 
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2. 連携 PF イメージ 

５．連携プラットフォームのイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【振興局のプラットフォーム】

14振興局単位

【全道のプラットフォーム】

ほっかいどう孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム

会員
⇒孤独・孤立対策に

関連する取組を行う

376団体（R6.3.15）

道民

一元的な情報発信

孤独・孤立の

普及啓発・情報発信

啓発イベントの開催

広報・啓発

R5試行的事業

北海道

支援情報ナビの

周知活動

幹事会員
⇒中核的な役割を担う

14団体（R6.3.15時点）

NPO、社会福祉法人、

財団法人、社団法人、

任意団体 等

北海道庁

全市町村、全市町村社会

福祉協議会、

その他参加を申し出た団体

啓発・

取組

方針

の

共有

孤独・孤立に悩まれている人・その周りの人

相談・

支援へつながる

地域づくり

つながりづくり
地域課題の

把握

登録

研修会

の開催

地域の

実態の

共有

行政
⇒会議開催

の事務

振興局
・

市町村

民間団体
⇒構成団体の募集

自立相談支援機関、社会福祉協議会

釧路地域での調査・

振興局のPFのあり方検討

R6～

全道周知・立ち上げ

• 取組状況の共有

• 活動啓発・好事例の共有

令和４年度生活困窮PF民間団体活動助成事業の交付先
北海道支援情報ナビに登載した民間団体 等

地域によって：NPO、社福、地域食堂、子ども食堂、
フードバンク、ハローワーク、郵便局、漁協、

多世代交流ひろば運営団体等

生活困窮

支援PF

その他

地域実態に

合わせて拡大

• 広報・啓発

• 一元的な情報発信

検索
広報

全道のPFの参加団体の拡大
北海道支援情報ナビに登録したい支援団体のほか、町内会連合会や電
気・ガス等のライフライン事業者、新聞販売、不動産団体等への声がけ

• 地域づくり、つながりづくりの取組の促進

• 情報共有 • 地域課題の把握

見守り

連絡会議
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ほっかいどう孤独・孤立対策官民連携 PFの構成団体は以下の通りである。（令和６年３月時点） 

北海道庁内 
の関係課 

総合政策部国際課、地域政策課、DX推進課、環境生活部道民生活課 
消費者安全課、保健福祉部総務課、地域保健課、地域福祉課、障がい者保健
福祉課 
高齢者保健福祉課、子ども政策企画課、子ども家庭支援課、経済部雇用労政
課 
産業人材課、教育庁教育政策課、社会教育課、生徒指導・学校安全課 

幹事会員 
※北海道以
外の 13団
体 

① （社福）北海道社会福祉協議会 
② （特非）北海道 NPOサポートセンター 
③ （社福）北海道いのちの電話、 
④ 道南ひきこもり家族交流会「あさがお」 
⑤ 北海道ひきこもり成年相談センター/札幌市ひきこもり地域支援センター 
⑥ （一社）北海道総合研究調査会 
⑦ （一社）北海道ねっとわーく 
⑧ 北海道児童養護施設協議会 
⑨ （社福）北海道母子寡婦福祉連合会 
⑩ 北海道シェルターネットワーク 
⑪ （公財）北海道民生委員児童委員連盟 
⑫ 北海道地域定着支援センター 
⑬ 登別市 

会員 
376団体 
（R6.3.15） 

全市町村 
全市町村社会福祉協議会 
参加を申し出た団体 
 ・認定 NPO法人まちづくりスポット恵み野 
 ・NPO法人もったいないわ・千歳 
 ・一般社団法人ペアチル 
 ・認定 NPO法人ふまねっと 
 ・特定非営利活動法人 いこい 
 ・北海道レインボー・リソースセンター L-Port 
 ・特定非営利活動法人 CAN 
 ・住宅確保要配慮者居住支援法人 株式会社 AIMS 
 ・特定非営利活動法人 エンリッチ 

 

 振興局は以下の 14か所である。 

振興局 所在地 市 町 村 
空知 岩見沢市 10 14  
石狩 札幌市 6 1 1 
後志 倶知安町 1 13 6 
胆振 室蘭市 4 7  
日高 浦河町  7  
渡島 函館市 2 9  
檜山 江差町  7  
上川 旭川市 4 17 2 
留萌 留萌市 1 6 1 
宗谷 稚内市 1 8 1 
オホーツク 網走市 3 14 1 
十勝 帯広市 1 16 2 
釧路 釧路市 1 6 1 
根室 根室市 1 4  
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3. 試行的事業一覧 

６．本年度に取り組む試行的事業の概要 

試行的事業の 

ポイント・工夫 

・ 振興局の PFの構築を検討し、全道の PFと役割分担して、地域づくりを進められる体制を

整理する。 

・ 研修会や啓発イベントにおいて、今まで孤独・孤立の課題を知らなかった人を巻き込み機運

を醸成する。 

 事業名称 事業内容 目的/期待効果・KPI 実施時期 発注先 

①  

地域版の 

連携 PFの 

モデル事業 

・ 振興局の PFの構築に向けて、釧

路地域をモデル地域として地域の

関係団体との意見交換を実施し、ス

キーム、活動内容、全道の PFとの

役割の棲み分け等を検討した。 

・ 具体的には、振興局、釧路市、一般
社団法人釧路社会的企業創造協議

会、釧路地区食でつながるネットワ

ークとの意見交換を実施し、生活困

窮支援 PF、見守り連絡会議といっ

た連携組織体をベースとすること

や、民間との共同事務局化等を協

議することなどをとりまとめた。

R6年度以降、全道に周知をしてい

く予定である。 

・ 地域課題を踏まえ
た、地域に求めら

れる PFのあり方

が整理できている

こと 

・ 次年度以降、各振
興局の PFの形成

にむけたモデルを

形成すること 

1月 18日 一

般社団法人釧路

社会的企業創造

協議会、釧路地

区食でつながる

ネットワーク 意

見交換 

1月 30日 釧

路市 意見交換 

― 

費用なし 

成果検証

結果 

✓ 意見交換により振興局の PFや地域づ

くりへの期待等を把握した。 

✓ 振興局の PFの立ち上げ時の体制や、

参画メンバーの想定、全道の PFとの

役割分担等を取りまとめた。 

②  

道内基礎自

治体の職員

等を対象とし

た研修会 

・ ひきこもりをテーマに市町村や支
援者等を対象とした研修会を開催

し、課題そのものの周知や、支援方

法についての理解を促進した。 

・ 著名な講師により関心をもっても
らい、活動が活発ではない地域に

おいても、現状把握や対策に乗り出

すきっかけ作りとする。 

・ 現地開催することで、道内各地域の
状況を道として把握するとともに、

職員同士が課題を共有し合う機会

を構築する。 

・ 孤独・孤立、ひきこ

もりの課題につい

て知ってもらうこ

と 

・ 活動をしていない

地域で新たに活動

をはじめてもらう

こと 

1月 29日

（月） 

310万円 

北日本広

告社 

成果検証

結果 

✓ 342名の方に参加いただき、108名

の方にアンケートに回答いただいた。 

✓ ひきこもりや孤独・孤立が誰にでも起こ
りうることを約 3割の方に認知いただ

いた 

③  

道民を対象と

した啓発イベ

ント 

・ 休日のショッピングモールで音楽を
交えたトーク形式の啓発イベントを

開催。フォロワー数の多い 20代の

ユーチューバー、自らひきこもりを

経験したインスタグラマーと講師の

鼎談を行い、一般道民への孤独・孤

立問題とゆるやかなつながりの大

切さの理解を促した。広報動画の

上映や、道独自の孤独・孤立対策の

ロゴ、相談先情報付きのグッズの配

布を行い、相談窓口の周知も合わ

せて行った。グッズはメモ帳や冷蔵

庫に貼れるクリップといった長く使

い、目に触れるものに支援情報を

載せ、工夫した。 

・ 一般道民に孤独・

孤立、身近にある

支援について知っ

てもらえているこ

と 

２月 23日

（金・祝） 

180万円 

北日本広告

社 

成果検証

結果 

✓ 400個のグッズを会場にて配布した。 

✓ 78名の方がアンケートに回答し、2割

が課題そのもの、半数の方が誰にでも

起こりうることを初めて知ったと回答

した。 
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④  

孤独・孤立に

関する広報ツ

ールの作成 

・ 孤独・孤立対策の機運を醸成する
ために、道独自のロゴマークやポケ

ットティッシュ、広報動画を作成、研

修会やイベント、各地域で配布。関

係課の意識啓発のためにロゴマー

ク入りのシャープペンシルを作成し

配布。 

・ 孤独・孤立の問題

について知っても

らうこと 
12月～２月 

170万円 

(株)インサ

イト 

成果検証

結果 

✓ ポケットティッシュを 2回のイベントで

約 1,000個配布、道内市町村でも配

布した。 

✓ 広報動画を啓発イベントの集客に活用
した。 

✓ 研修会やイベントでのティッシュの配布
や動画の放映により、一度に多くの方

に孤独・孤立の問題について知っても

らうきっかけを提供できた。 

⑤  

北海道支援情

報ナビの広報

活動 

・ 普及促進のため、昨年度の自治体窓口
に加えて、公共施設における広報活動

を実施した。具体的には、チラシ、カー

ド、配布用ステッカー、施設（来庁者トイ

レ等）貼り付け用ステッカーを作成、配

布したほか、研修会やイベント等でも配

布した。 

・ より多くの人に北海道支援情報
ナビを知ってもらうこと 

北海道支援情報ナビに登録する

支援窓口、NPO等が増えるこ

と 

1月～

2月 

105万円 

北海道ねっと

わーく 

成果検証

結果 

✓ 公共施設で手に取る姿が見られた。 

✓ 啓発イベントのアンケートでは、87%の人が

初めて支援情報ナビを知ったと回答した。 

 

７．次年度以降に向けた事業等の案 ※PDCAサイクルに照らして次年度以降に取り組んでいく事業イメージ

（あれば）を列挙 

・ １４振興局での振興局の PFの立ち上げ 

８． 孤独・孤立対策を公表した際の反響 

・ 10月の全道の PF会議は地元紙に取り上げられた。 

・ 研修会や啓発イベントのアンケートでは、行政が取り組んでいることを知って良かったという声や、こう
いった取り組みを継続してほしいといった意見が出た。 
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４. 連携ＰＦの行程および実務上の留意点 

【広域自治体ならではの取組】 ※下の留意点では、広域自治体ならではの取組に○広域 マーク記載 

① 基礎自治体との階層

化、役割の整理 

■全道の PFと振興局の PFの方向性や役割分担についてあり方を整理した

○広域  

・ 全道の PFでは情報共有、広報・啓発、支援情報の一元化、連携した取組の好
事例の共有を実施し、振興局の PFでは、地域課題の把握、地域づくり、つな
がりづくりの取組の推進を実施する。 

② ガイドラインを示す、

進捗管理をする 

■振興局の PFの立ち上げにむけた理解促進 

○広域  

・ 振興局の PFについては、今年度取りまとめた内容を全道に周知するととも
に、モデル地域をはじめとした各地で PFの立ち上げを目指す。 

・ 理解が不十分だと、既存施策との違いが曖昧なままの、“ふわっとした”イメ
ージ先行の取組となることや、関係者の熱量に差が生じることで、行き詰ま
る懸念があることから、地域の関係者すべてが孤独・孤立対策の重要な理念
である「予防」や「地域づくり」、「つながりづくり」を十分理解する必要があ
る。R6年度に施策説明会を通じて、道本庁から振興局に周知し、振興局から
市町村や支援団体に理解を求める。 

・ 適宜道庁において、各地域の取組状況を把握する。 

③ 基礎自治体への情報

発信・機運醸成 

■全道の PFにより、地域の啓発、広報を進める。○広域  

・ 都道府県レベルでのプラットフォームは、広報啓発や支援情報の一元化、連
携した取組の好事例の共有などの面では効果的である。 

■全道の PFと振興局の PFで、全道での一元的な情報発信と地域に根差した
「地域づくり」「つながりづくり」を分担する○広域  

・ 面積が広大で市町村数が多い中、全道の PFでは「地域づくり」の推進はな
じまないことから、地域の実情に応じた PFを形成し、全道の PFと役割分
担の上で推進する。わかりやすい行政単位、十分な理解、できるだけ負担を
少なくすることに留意し、道が設置主体となって 14の振興局単位で設置す
る。 

④ 基礎自治体の 

人材育成 

■著名な講師による研修会を開催し、一般参加者向けに周知活動も合わせて実
施した○広域  

・ ひきこもりをテーマに市町村や支援者等を対象とした研修会を開催し、課題
そのものの周知や、支援方法についての理解を促進した。講演会の前に自治
体職員同士対面の情報交換会を開催した。 
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（ア）初期段階 

① 主担当部署の設定 

■孤立死対策、生活困窮支援を担っていた課が担当 

・ 孤立死対策、生活困窮支援を担っていた保健福祉部福祉局地域福祉課が担
当した。 

② 地域の現状把握 

■過年度の事業において、道民、民生委員、各地域への実態調査を実施した 

・ 過年度の事業で、道民、民生委員、各地域への調査を実施している。孤独感
が「常にある・しばしばある」と回答した方の割合が、同時期に実施された国
による調査よりも、やや高いこと等を把握した。 

③ 
連携 PFの 

運営形態の検討 

■全道の PFと振興局の PFで、全道での一元的な情報発信と地域に根差した
「地域づくり」「つながりづくり」を分担する○広域  

・ 面積が広大で市町村数が多い中、全道の PFでは「地域づくり」の推進はなじ
まないことから、地域の実情に応じたPFを形成し、全道のPFと役割分担の
上で推進する。わかりやすい行政単位、十分な理解、できるだけ負担を少な
くすることに留意し、道が設置主体となって 14の振興局単位で設置する。 

 

（イ）準備段階 

➃ 
地域課題の 

詳細調査 

■振興局の PFの設立にあたってモデル地域において意見交換を実施した 

・ 振興局の PF の設立にあたって、釧路総合振興局をモデル地域として選定
し、活動する民間団体および自治体と現状の課題や、振興局の PF の方向性
等について意見交換を実施した。 

・ 市や地域の支援団体に課題認識や現状の取組をヒアリングすると同時に、振
興局の PF について、道としての考えを提示し、方向性や役割分担について
意見交換を行い、あり方を整理した。 

⑤ 
連携 PFの運営 

形態・体制の検討 

■全道の PFと振興局の PFの方向性や役割分担についてあり方を整理した

○広域  

・ 全道の PF では情報共有、広報・啓発、支援情報の一元化、連携した取組の好
事例の共有を実施し、振興局の PF では、地域課題の把握、地域づくり、つな
がりづくりの取組の推進を実施する。 
 

■振興局の PFにおいては、既存の広域的な連携組織体をベースとして発展さ
せる 

・ 着実な形成と進化の観点から、まずは孤独・孤立の要因の一つである「生活
困窮」や、この問題の最悪の形での表出である「自死」や「孤立死」防止のため
の地域づくりに資するものとすることを優先し、その後、できる限り福祉関係
者だけに留まらない幅広い主体の参画求める（段階的整備）。 

・ 各地域での事務負担なども考慮し、既存の組織体をベースとすることとし、
生活困窮ＰＦと見守り連絡会議を包含して設立する。 

⑥ 

連携 PF

の参加

者の検

討・ 

巻き込

み 

庁内の

巻き込

み 

■庁内連携では継続的なコンタクト、日常的な情報交換を実施 

・ 定期的に庁内へのメール配信等を実施しており、テーマについて目に触れる
機会を作っている。そうすることで担当者が変わっても継続的に関わりのあ
る分野であるという意識を醸成している。日々情報交換を実施している部署
もあるほか、他部の別の PFに入るなどのつながりもある。 

庁外の

巻き込

み 

■北海道支援情報ナビへの登録を機に、参画を打診する 

・ 北海道支援情報ナビに新たに登録した民間団体には PFへの参画も促す。 
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（ウ）設立段階 

⑦ 
域内住民・関係団体

への情報発信 

■一般の方が行く場所で、関心のあるものと一緒に周知イベントを開催 

・ 休日のショッピングモールで音楽を交えたトーク形式の啓発イベントを開催。
フォロワー数の多い 20 代のユーチューバー、自らひきこもりを経験したイン
スタグラマーと講師の鼎談を行い、一般道民への孤独・孤立問題とゆるやか
なつながりの大切さの理解を促した。 

・ 広報動画の上映や、道独自の孤独・孤立対策のロゴ、相談先情報付きのグッ
ズの配布を行い、相談窓口の周知も合わせて行った。グッズはメモ帳や冷蔵
庫に貼れるクリップといった長く使い、目に触れるものに支援情報を載せ、
工夫した。 

■著名な講師による研修会を開催し、一般参加者向けに周知活動も合わせて実
施した○広域  

・ ひきこもりをテーマに道内の市町村や支援者等を対象とした研修会を開催
し、課題そのものの周知や、支援方法についての理解を促進した。講演会の
前に自治体職員同士対面の情報交換会を開催した。 

・ 意識の差がみられる中で、ひきこもり等の課題についてまずは知ってもらう
ことを重視し、聞きやすく、わかりやすい会とすることを目指し、著名な講師
により関心をもってもらい、道内の活動が活発ではない地域においても、現
状把握や対策に乗り出すきっかけ作りとした。 

■チラシ及びカード以外に、トイレ等に張り付けるステッカー、配布用のステッ
カーを制作し、配布した 

・ 公共施設における広報活動を実施した。具体的には、チラシ、カード、配布用
ステッカー、施設（来庁者トイレ等）貼り付け用ステッカーを作成、配布したほ
か、研修会やイベント等でも配布した。 

⑧ 連携 PFの運営 

■全道の PFでは道本庁が事務局を担い、情報共有、広報・啓発を進める

○広域  

・ 全道の PF は道本庁が事務局を担い、情報共有、孤独・孤立問題や対策に関
する広報・啓発、支援情報の一元化、連携した取組の好事例の共有を実施す
る。 

■振興局の PFでは振興局が事務局を担い、地域づくり、つながりづくりに取り
組むことが考えられる 

・ 面積が広大で市町村数も多く、地域の実情や社会資源も様々であることか
ら、「地域課題の把握」や、「地域づくり」、「つながりづくり」の取組を推進する
ことを主な活動とする。 

・ 小規模な市町村が多い本道の現状を踏まえると、道が設置主体となって 14
振興局単位で、市町村及び関係団体の賛同の下に設置することが考えられ
る。 

・ 既存の広域的な連携組織体をベースに発展させていくことが考えられる。 
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（エ）自走段階 

⑨ 
今年度の積み残し

課題 

■全道の PFのさらなる拡大、振興局の PFの立ち上げ 

・ 全道の PFの参画団体の拡大 

・ 振興局の PFの立ち上げ 

⑩ 来年度以降の方針 

■全道の PFへの更なる参加団体の追加のための声がけを行う 

・ 全道 PF においては、更なる参画団体として、町内会連合会、ライフライン事
業者、新聞社、不動産関係団体等への声がけを予定している。 

■振興局の PFの立ち上げに向けた準備を進める○広域  

・ 理解が不十分だと、既存施策との違いが曖昧なままの、“ふわっとした”イメ
ージ先行の取組となることや、関係者の熱量に差が生じることで、行き詰ま
る懸念があることから、地域の関係者すべてが孤独・孤立対策の重要な理念
である「予防」や「地域づくり」、「つながりづくり」を十分理解する必要があ
る。R6 年度に施策説明会を通じて、道本庁から振興局に周知し、振興局から
市町村や支援団体に理解を求める。 

・ 適宜道庁において、各地域の取組状況を把握する。 

 

ブレイクスルー要因 

 
アクション/ 

ブレイクスルー要因 

■庁内連携の推進、振興局の PFの検討 

・ 孤独・孤立対策では庁内連携が必要になるが、今年度の本事業に取り組むに
あたって、他課にヒアリングをした結果、孤独・孤立と関連のある分野の支援
者向け研修に取り組みたいとの意向があったことから、ひきこもりに関する
支援者等向けの研修会を開催した。 

・ 結果として、各地でひきこもり支援をしている職員を中心に孤独・孤立対策
の状況や PFについて情報交換することができたほか、講演会では幅広い関
係者に孤独・孤立対策やひきこもり支援について周知することができた。 

・ 全道の PF では、「地域づくり」「つながりづくり」の推進はなじまないことか
ら、各地域の実情に応じた振興局の PF を形成し、全道の PF と役割分担し
て取組を推進する必要があると考えた。このため、振興局の PF 形成を図る
ことについて、モデル地域の振興局、支援団体、市と意見交換を実施した。 

・ 結果として、意見交換を踏まえた振興局の PF のあり方を取りまとめること
ができた。 

 

   



20 

 

5.自治体等との打合せ記録一覧  

No. 日時 打合せ相手団体 

1 
11/13（月） 

10:３0-1２:30 

北海道庁 
保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

北海道庁 保健福祉部福祉局 
障がい者保健福祉課 

２ 
１１/29（水） 

10:３０-１２:３０ 

北海道庁 
保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

北海道庁 保健福祉部福祉局 
障がい者保健福祉課 

３ 
1/11（木） 

１４:００-１６:００ 

北海道庁 
保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

４ 
1/19（金） 

１５:００-１６:００ 

北海道庁 保健福祉部福祉局 
障がい者保健福祉課 

北日本広告社 

５ 
1/22（月） 

１５:３０-１６:００ 

北海道庁 
保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

北日本広告社 

６ 
１/29（月） 

１６:００-１７:３０ 

北海道庁 
保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

７ 
2/１５（木） 

14:00-15:00 

北海道庁 
保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

北日本広告社 

８ 
２/22（木） 

15:30-16:30 

北海道庁 
保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

北日本広告社 

  



21 

 

自治体による従前からの取組 

◼ ほっかいどう孤独・孤立官民連携プラットフォーム 

（取組概要） 

社会環境の変化による人と人との「つながり」の希薄化やコロナ禍における孤独・孤立の問題の顕在化、今後

の更なる深刻化が懸念されることから、行政機関と NPO等支援団体が分野横断的に連携する場として設立さ

れた。孤独・孤立対策の推進に向けた啓発、行政機関及び支援団体の活動内容の共有及び業務連携の機会の提

供、孤独・孤立対策に関する好取組やノウハウの共有、その他本会の目的を達成するために必要な取組を活動内

容とする。第 1回の会議を令和 5年 10月 26日（木）に開催した。会議の次第、資料、議事録については、道庁

の HPにおいて公開している。 

 

◼ 北海道支援情報ナビ 

（取組概要） 

北海道支援情報ナビでは、困りごとから北海道内の支援情報を検索することができる。 

 

図表 北海道支援情報ナビの LINE上でのページ 
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試行的事業 

① 地域版のプラットフォームのモデル事業 

概要 
釧路をモデル地域として、市や地域の支援団体に課題認識や現状の取組のヒアリングす

ると同時に、振興局の PFについて、道としての考えを提示し、方向性や役割分担につい

て意見交換を行い、あり方を整理した。 

結果 意見交換により振興局の PFや地域づくりへの期待等を把握し、振興局の PFの立ち上
げ時の体制や、参画メンバーの想定、全道の PFとの役割分担等を取りまとめた。 

工夫点 
• 意見交換に際しては、孤独・孤立の取組状況や、留意点、検討している方向性につい

て道から丁寧に説明することからはじめた。 

• 今後も道庁や振興局から説明を重ねて地域への拡大を促す。 

ねらい 
• 振興局の PFの必要性が理解できるように整理すること 

• 負担感を軽減するため、活動趣旨や内容について既存の活動と関連が深いもので

あることを丁寧に説明すること 

 

振興局の PFのあり方について以下のように取りまとめた。 

• 面積が広大で市町村数が最多。地域事情も様々で全道の PFで地域づくりを推進するのはなじまない

ことから、各地域の実情に応じた PFを形成し、全道の PFと役割分担した取組の推進が必要。 

• わかりやすい行政単位、十分な理解、できるだけ負担を少なくすることに留意。 

• 道が設置主体となって 14振興局単位で設置。 

• 生活困窮者支援官民連携 PFおよび地域での見守り体制連携連絡会議を包含して、振興局の PFとし

て段階的に取り組む（社協以外の団体の参画、共同事務局化、福祉分野以外の参画）。 

 

 

  

図表 あり方について取りまとめた資料 

 概要版 1ページ 

図表 あり方について取りまとめた資料 

 詳細版 12ページ 
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② 道内基礎自治体の職員等を対象とした研修会 

概要 
ひきこもりをテーマに道内の市町村や支援者等を対象とした研修会を開催し、課題その

ものの周知や、支援方法についての理解を促進した。 

講演会の前に自治体職員同士対面の情報交換会を開催した。 

結果 
342名が参加し、108名がアンケートに回答した。ひきこもりや孤独・孤立が誰にでも
起こりうることを新たに約 3割の方が認知したほか、ひきこもりの認識が間違ってい
た、支援のポイントがわかったなどの感想があった。 

工夫点 
• 著名な講師により関心をもってもらい、道内の活動が活発ではない地域において

も、現状把握や対策に乗り出すきっかけ作りとした。 

• 同日に情報交換会も実施し、対面で話し合う機会を提供した。 

ねらい 
• 意識の差がみられる中で、ひきこもり等の課題についてまずは知ってもらうことを

重視し、聞きやすく、わかりやすい会とすることを目指した。 

• 共通の課題を抱える職員同士が気軽に話せる場を目指した。 

（開催概要） 

日時：１月 29日（月） 場所：北海道札幌市 共済ホール 

9:30～第 1部：情報交換会、12:00～第 2部:講演会 

図表 チラシ 

 

（効果検証） 

 ひきこもりについて理解できたかという設問では、全体の４３．５%が「大変よく理解できた」、５１．９%が「よく

理解できた」と回答しており、９割以上の参加者が理解できたと回答している。福祉支援に携わっていると回答

した参加者に「今回のセミナーを受けて今後実施したいこと」を聞いた。「ひきこもり対策を意識して現在の活動

に取り組む」が４８．９%と最も多く、「支援の方法を見直す」が２３．４%、「ひきこもり支援等の周知活動に取り組

む」が１４．９%、「新たな支援の開始、追加的な支援の開始」が１２．８%となり、参加者の行動変容につながる効

果が見られた。 

図表 「今回のセミナーを受けて今後実施したいこと」に関するアンケート結果 

  

8.5%

14.9%

12.8%

23.4%

48.9%

6.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ひきこもりとなっている人の把握のため、調査や確認をする

ひきこもり支援等の周知活動に取り組む

新たな支援の開始、追加的な支援の開始

支援の方法を見直す

ひきこもり対策を意識して現在の活動に取り組む

その他
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（情報交換会） 

• 情報交換会では、各地域の取り組み状況、推計値と支援人数を比べるなどの事前レポートを実施してもらっ

た。 

• 道として各地域の状況把握を行うとともに、参加者も悩みやアイデアを共有したり、厚労省のひきこもり専

門官より助言をもらい、今後の活動に活かせる場とした。 

• 意見交換では、本人に会えず進展がないと感じるという参加者に対して、本人ではなく家族の支援をすれば

よい、会ってくれたら感謝する位で良いなどの意見が交換された。 

• 困っていないケースに介入すべきか迷うという参加者に対しては、困っていなくても本人が欲しい場所、行

ける場所を用意したら出てきてくれた、細く長くかかわって SOSに気づければよいと思うなどの意見が出

された。 

 

図表 情報交換会の様子 

  

 

（講演会） 

• 講演会では、大西参与からの孤独・孤立の課題説明、髭男爵の山田ルイ 53世氏による経験者の目線での講

話、筑波大学斎藤先生によるひきこもり支援についての講話を行い、パネルディスカッションを実施した。 

• アンケートでは、「ひきこもりの支援は難しいと思っていたが、誰にでも起こり得ることで特別問題視される

ことではないとわかった」、「ひきこもりが障害や病気ではなく、状態であると知った」などひきこもりへの理

解ができた、「マイナスをマイナスとしてそのまま許容することは難しいが大切だと思う」「ひきこもり支援に

は家族の関わり方が重要」など支援のあり方について理解できたといった感想が聞かれた。 

• 登壇者については「専門家、元当事者、行政、NPOと、立場の違う登壇者が良かった」、「登壇者が明るく会

場の雰囲気も良く、楽しく聞けた」、「道外の講師から新しい考え方を知れた」等の意見が得られた。 

 

図表 講演会の様子 
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③ 道民を対象とした啓発イベント 

概要 
休日のショッピングモールで音楽を交えたトーク形式の啓発イベントを開催し、一般道民

への孤独・孤立問題とゆるやかなつながりの大切さへの理解を促した。ノベルティの配布

による相談窓口の周知も合わせて行った。 

結果 
400個のグッズを会場にて配布した。78名の方がアンケートに回答し、2割が課題そ

のもの、半数の方が誰にでも起こりうることを初めて知ったと回答した。 

工夫点 

• 休日のショッピングモールで、フォロワー数の多い 20 代のユーチューバー、自らひ

きこもりを経験したインスタグラマーと講師の鼎談を行った。 

• ピアノ演奏を企画に盛り込み、演奏からはじめて鼎談にうつる構成とした 

• ノベルティは長く使い目に触れるものに相談窓口の QRコードをつけた 

ねらい 
• 集客できる会場、ゲストで若い世代や関心のない人にアプローチした 

• 演奏で買い物客が足を止めて、そのまま鼎談も聞いてもらえるようにした 

• 日常で悩んだときに手元のノベルティで思い出してもらえるようにした 

（実施概要） 

日時：2月 23日（金・祝） (13時～、15時～) 場所：イオン札幌発寒店すずらん広場 

内容：登壇者による孤独・孤立についてのトークセッション、ピアノ演奏、図書の紹介、 

40分程度を 2ステージ開催 

ノベルティ：メモ帳（１枚ごとに支援情報の QRあり）、マグネットクリップ 

ゲスト：内閣官房政策参与 大西連さん、YouTuber ピアニストふみさん、インフルエンサー 読書オタなつみさ

ん 

    図表 開催の様子                     図表 会場・ポスター掲示 

ショッピングモールで開催することで、家族連れや若い世代にも足を止めてもらうことができた。アンケートで

も「イオンでの開催で気軽に参加できるのがよかった」といった声があった。ピアノ演奏を企画に盛り込み、演奏

からはじめて鼎談にうつる構成としたことで、演奏で買い物客が足を止めて、そのまま鼎談も聞いてもらえるよ

うにした。20代のユーチューバー、自らひきこもりを経験したインスタグラマーの方に登壇いただくことで、遠

方からも登壇者のファンの方に集まってもらうことができたほか、登壇者の SNS等による広報も実施された。

アンケートでも「登壇者目当てできたが参考になる話だった」という声があった。 
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図表 ポスター掲示に足を止める家族連れ          図表 ピアノ演奏に集まる買い物客 

 

日常で悩んだときに手元のノベルティで思い出してもらえるように、ノベルティは日常の中で長く使えるもの

に相談窓口の QRコードをつけた。 

図表 メモ帳                       図表 マグネットクリップ 

 

（効果検証） 

参加者のアンケートには 78名が回答した。回答者の年齢は、40～50代が最も多く、59.0%、ついで、60

～70代が 24.4%、20～30代 11.5%、10代以下 3.8%となっており、若年層にも周知活動としてアプロー

チすることができた。つながりの大切さについて理解を深めることができたかという設問では、「よく理解でき

た」56.4%、「理解できた」42.3%となっており、ほとんどの人がつながりの大切さについて理解を深めること

ができたと回答した。 

 

図表 回答者の年齢                      図表 つながりの大切さの理解度   

3.8%

11.5%

59.0%

24.4%

1.3%

10代以下 20～30代 40～50代

60～70代 80代以上

56.4%

42.3%

1.3% 0.0%

よく理解できた
理解できた
あまり理解できなった
まったく理解できなかった
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④ 孤独・孤立に関する広報ツールの作成 

概要 
孤独・孤立対策の機運を醸成するために、道独自のロゴマークやポケットティッシュ、広報

動画を作成、研修会やイベント、各地域で配布した。関係課の意識啓発のためにロゴマー

ク入りのシャープペンシルを作成し配布した。 

結果 
ポケットティッシュを 2回のイベントで約 1,000個配布、道内市町村や関係機関に送付
し各地域でも配布した。広報用の動画をイベントの集客に活用した。 

工夫点 
• 印象的なロゴを制作し、ティッシュ、ポスター、シャープペンシルを作成した。 

• ロゴマーク、QRコード、メッセージ入りのポケットティッシュの配布により、取り組み

そのものや支援情報等を周知した。 

ねらい 
• 受け取ってもらいやすいグッズとしてポケットティッシュを配布した。 

• 広報用の動画を制作して繰り返し放映することで、目にしたり耳にする人が増える

ようにした。 

 

ロゴは北海道らしく手袋をイメージしたものを選定し、 孤独・孤立の寒い心を温める支援があることを表現。

暖色の色と、優しい微笑みのように見える デザインで、安心感を与えるマークとなっている。ポケットティッシュ

を制作し、各地域、研修会・イベントで配布した。関係課の意識啓発のためにロゴマーク入りのシャープペンシル

を作成し配布した。 

 

図表 ロゴデザイン               図表 ロゴマークを使用したグッズ 

図表 ポケットティッシュのデザイン                図表 シャープペンシルのデザイン  

 

継広報用に、動画（15秒版と 30秒版の２通り）、デジタルポスターを制作した。動画については、イベントに

おいて放映し、ショッピングモールの買い物客の注目を集めることができた。今後も道庁のサイネージ等での継

続的な広報活動に使用する。 

 

図表 動画（一部切り取り） 
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⑤ 北海道支援情報ナビの広報活動 

概要 
普及促進のため、昨年度の自治体窓口だけでなく、公共施設における広報活動を実施し

た。作成したグッズはイベント等でも配布を行った。 

結果 
公共施設では、立ち止まってチラシ等を見たり手に取る姿が見られた。 
啓発イベントのアンケートでは、87%の人が初めて支援情報ナビを知ったと回答した。 

工夫点 
• チラシ、カード、配布用ステッカー、施設（来庁者トイレ等）貼り付け用ステッカーを作

成・配布したほか、研修会やイベント等でも配布した。 

ねらい 
• ステッカーにすることで、継続的な利用を目指す。ポップでかわいいステッカーにす

ることで、チラシ等よりも興味を持ってもらえている。 

 

支援情報ナビの普及促進を行うため、昨年度の自治体窓口に加えて、公共施設における広報活動を実施した。

具体的には北海道庁において、庁舎内の廊下や１階の広報コーナーに設置した。 

 

図表 チラシ、カードの設置の様子 

 

ステッカーを来庁者用トイレなど一般の道民が利用する場所に張り付けることで、継続的に北海道支援情報ナ

ビの周知活動が行えるようにした。 

図表 北海道庁におけるトイレへのステッカーの貼り付けの様子 

 

 

  

来庁者用トイレ

道庁１階の広報コーナー



29 

 

（効果検証） 

作成したグッズはイベント等でも配布を行った。試行的事業②の「道内基礎自治体の職員等を対象とした研修

会」では、84．3%の人に新しく北海道支援情報ナビを知ってもらうことができた。もともと知っていたと回答し

た人のうち、47.1%は研修会や会議などで知ったと回答しているが、41.2%がチラシやカード、シール等の配

布物で知ったと回答しており、今までの広報活動の効果も確認された。試行的事業③の「道民を対象とした啓発

イベント」では、８７．２％の人に新しく北海道支援情報ナビについて知ってもらうことができた。 

 

 

図表 （ひきこもりセミナーにおけるアンケート調査より）北海道支援情報ナビの認知率 

 

 図表 （ひきこもりセミナーにおけるアンケート調査より）どこで北海道支援情報ナビを知ったか 
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２－２．登別市 

No. ２ 登別市 

 

1. 取組の全体像 

１．自治体の概要 

① 自治体名 登別市 ② 担当部局名 保健福祉部 社会福祉Ｇ 

③ 人口 46,391（人）＜令和 2年 10月/国勢調査＞ 

④ 
自治体内 

連携 

庁内連携部局 
保健福祉部 こども育成Ｇ、こども家庭Ｇ、障がい福祉Ｇ、 
健康推進Ｇ、高齢・介護Ｇ、健康長寿Ｇ 

庁内連携内容 
※会議体、情報共有 

ＰＦ推進会議への参加、関係機関との連絡調整等 

庁内連携部局 今後、他部局との連携を検討 

庁内連携内容 

※会議体、情報共有 
今後、他部局との連携を検討 

２．形成をめざす地方版連携 PFの姿 

① 

従前の 

取組 
※重層の取
組、外部組

織連携、地
域コミュニテ
ィ形成等 

・ 他の支援や相談の中で間接的に把握できた困難を抱えている方に対し、支援制度
の紹介や見守り、民生委員や地域の支えあい活動（町内会等）等での見守り活動を
実施 

・ 令和４年度は、登別市孤独・孤立対策官民連携 PFを立上げ、「人びとのつながりに
関する基礎調査」を実施。本市の実態を把握するとともに、孤独・孤立対策の素地を
形成 

② 

実現したい

状態 
※構築する
仕組み/支
援対象の
住民を取
り巻く環境 

最終的な
ゴール 

• 社会からの孤立を未然に防止する環境の整備 

• 地域全体で支え合える「ゆるやかなつながり」の構築 

• 連携 PF・地域協議会と、同部で令和６年度から開始する 
重層的支援体制整備事業における会議体との関係性の 
整理、情報連携の効率化の方向性の決定 

今年度の
ゴール 

• 孤独・孤立に対する理解者を増やすための仕組みづくり 

• PFを基盤にした市の取り組みの周知啓発、 
およびパンフレットを活用した市内相談窓口の大規模な 
市民向け周知 

• 周辺地域も含めた既存リソースの把握 

３．地方版連携 PFにおける連携体制 

①  
地方版連携

PF 

社会福祉協議会、町内会、民生委員、支援機関、NPO法人、包括連携協定を締結して 
いる民間企業等 

選出・打
診時の工
夫 

• 地域福祉の推進に資する協議を行う「登別市地域福祉推進市民会議」の

構成員を中心に、令和 4年度事業において 

選出 

• その他、市と従前からつながりがある支援機関・民間企業を追加する形

で連携 PFを立ち上げ 

② 

地域協議会 

※特に専門性の

高い支援を行う

団体等で構成 

社会福祉協議会、支援機関（高齢・障がい・子ども・生活困窮）を中心に組織する予定 

選出・打
診時の工
夫 

• 重層的支援体制整備事業における会議体の場を活用する 

ことを検討中 

４．PF連携による価値や工夫＿考え方 

【工夫】 

・ PF 参画メンバーが一堂に会する PF 推進会議の場において、今後市で取り組んでいきたいと考える「つながりサポ

ーター」の養成や、今年度実施する取り組み（「リソース調査」の実施、市内の相談窓口の市民向け周知）に関する情報

共有を実施し、孤独・孤立問題の基礎的な理解とその対策の重要性について、PF 参画メンバー及び地域で見守り活

動をしている出席者等に再認識してもらった。 

・ 「リソース調査」にあたっては調査対象を市内に閉じず、事前に周辺自治体とコンタクトを取り、周辺地域も含めたリ

ソースも把握できるように設計した。今後互いに不足するリソースを補い合う関係を目指し、周辺自治体と広域的な

連携関係を形成していくことを念頭に置いた。 
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2. 連携 PF イメージ 

５．連携プラットフォームのイメージ図 
 

（連携プラットフォームの内容説明） 

登別市における連携 PFは、①積極的に地域の支援活動に取り組み、行政との関係性も強い団体が多数所属する「地域福祉推進市民会議」、②日々の活動の中で専門
的な具体的支援を行う支援機関、③市と見守りの包括連携協定を締結している民間企業の３つの柱で構成されている。それぞれが水平的な関係性のもと運営されてお
り、直接的なつながりがない機関もあるが、③民間企業や①「地域福祉推進市民会議」の一部機関は特に「STEP1 孤独・孤立に悩む人の発見」、①「地域福祉推進市民会
議」および②支援機関は特に「STEP2 孤独・孤立に悩む人に対する具体的支援」において、それぞれの特色を活かした活動を行っている。 
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3. 試行的事業一覧 

６．本年度に取り組む試行的事業の概要 

試行的事業の 

ポイント・工夫 

・ PF参画メンバーや市民の一人ひとりに関心を持ってもらえるような取組の検討 

・ PFを基盤として社会全体で支え合える将来に向けた取組の検討 

 事業名称 事業内容 目的/期待効果・KPI 実施時期 発注先 

① 

PFにお

ける今後

の動きに

関する 

情報共有

及び協議

（第 1

部） 

【実施内容】 
・ 第 1部として、令和 4年
度に立ち上げた PFを今
年度も開催し下記を実施
した 

① 大西参与による講演を
メインとする、サポータ
ー養成事業等を中心と
する国の動きに関する
情報共有 

② 今年度市として取り組
む内容の共有および協
議 
（つながりサポーター養
成事業や、試行的事業
#2・#3など） 

【参加者数】 
・ 70名程度の関係者（第
２部と参加者は共通） 

【主要な参加者】 
・ PF参画メンバー14名、
民生・児童委員 27名、
支援機関等 5名、市議会
議員 1名、行政職員 15
名など 

【会場】 
・ 観光交流センター「ヌプ
ル」 
※市の公共施設を利用  

・ 国の動きを踏まえつつ、
市として今後取り組む内
容について、民間企業を
含む PF参画メンバーに
周知・理解がなされてい
ること 

・ PF参画メンバーのつな
がりサポーターに関する
関心が深まっていること 

✓ 令和 6
年 2月
16日 

動画撮影・DVD作

成：有限会社ビジ

ュアル・アートバウ 

当日資料印刷：社

会福祉法人ホープ 

臨時駐車場の除

雪：株式会社アサ

ヒ 

成果検証結果 

✓ 「つながりサポーター」の養成やリソ
ース調査、市民向けパンフレットの配
布など、今後市が取り組む内容を
PF参画メンバーに知ってもらうこと
ができた 

✓ アンケートで 95%の参加者から「孤
独・孤立への理解が深まった」との回
答を得た。また、58%の参加者が
「孤独・孤立の観点を意識して現在の
活動に取り組みたい」という意向を
持つに至った 

【内閣官

房別事業

として実

施】 

つながり 

サポータ

ー養成講

座（第 2

部） 

【実施概要】 
・ 上記の PFの開催と同日
に、第 2部として立て続
けで実施 

・ PF参画メンバーを対象
に「つながりサポーター
養成講座」を試行実施 
※次年度以降予定する
「つながりサポーター養
成講座」の実施に鑑み、
本年度は PF参画メンバ
ーから開始。 

【参加者】 
 第 1部と共通 
【講師】 
 株式会社 Ridilover 
 大西参与 

・ PF参画メンバーの「つ
ながりサポーター」に関
する理解が深まっている
こと 

✓ 令和 6
年 2
月 16
日 

― 

成果検証結果 
✓ ― 
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② 

周辺地域

を対象と

する広域

的なリソ

ース調査 

【調査目的・調査内容】 
・ 今後、北海道や西胆振に
おける広域での地域協議
会の設置の可能性や必
要性についての検討・調
査を実施するきっかけと
して、まずは広域地域に
おけるリソースリストを
整理 

・ 検討材料となる既存の社
会資源の照会を周辺地
域に依頼し、調査結果を
取りまとめ 

【調査対象団体数】 
・ 登別市および西胆振地域
の NPO法人 87団体 

【調査対象団体の絞り込み方
法】 
・ 北海道のオープンデータ
より該当地域に所在する
NPO法人をあまねく選
出 

・ 今後の PFおよび地域
協議会の拡大に向けて、
協働し得る連携候補団
体の把握ができている
こと 

✓ 令和 6
年 1
月：調
査設計
および
周辺自
治体へ
の事前
連絡 

✓ 令和 6
年 2
月：実
査（調
査期間
は 3週
間程
度） 

株式会社サーベイ

リサーチセンター 

成果検証結果 

✓ 登別市および西胆振地域の NPO法
人 87団体のうち、合計 19団体（う
ち市内は 5団体）から回答を得た 

✓ 内容は多岐にわたるが、16団体が
孤独・孤立対策に資する活動を行っ
ていることが分かった 

③ 

周知啓発

用パンフ

レット作

成 

【業務内容】 
・ 孤独・孤立の周知啓発、
相談窓口を一覧化したパ
ンフレットのデザイン作
成・印刷 

【配布場所、配布数】 
・ 市広報誌への折り込み

19,000部 
・ 市役所窓口・就労支援施
設窓口などへの設置
4,000部 

・ （合計 23,000部を配
布） 

【掲載内容】 
・ 市内相談窓口の一覧 
・ 匿名相談可能な国や道、
民間の支援機関の情報 

・ 市民が孤独・孤立に困っ
た際の相談窓口につい
て知っていること 

・ 市内窓口以外にも相談
先（匿名）があることを
知っていること 

✓ 令和 6
年 1
月：デ
ザイ
ン、印
刷 

✓ 令和 6
年 2
月：配
布・設
置 

北海印刷株式会社 

成果検証結果 ✓ 最終的なパンフレットの配布数
23,000枚 

 

７．次年度以降に向けた事業等の案 ※PDCAサイクルに照らして次年度以降に取り組んでいく事業イメージ

（あれば）を列挙 

・ 「つながりサポーター養成事業」を来年度以降も継続することを主軸とした、市民への周知啓発、孤独・孤
立問題への理解の醸成 

・ 「リソース調査」を起点とした PF参画団体の追加、周辺地域（行政／民間団体）との広域的な連携の検討 

８．孤独・孤立対策を公表した際の反響 

・ R4年度において、PFの立ち上げにあたって、コアとなり得る「地域福祉推進市民会議」や支援機関に声
をかけた際、突然の連絡で驚かれたこともあったが、多くの関係者に趣旨を理解いただいた。 

・ 今年度開催した PF推進会議では、実施後のアンケートにおいて参加者から、孤独・孤立問題や地域連携
に対する課題認識に関するコメントや、自分自身の取り組みについて振り返るコメントが得られた。 
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４. 連携ＰＦの行程および実務上の留意点 

（ア）初期段階 

① 

主担当部署・

主担当者の

設定 

■北海道の呼びかけに応じ、重層事業との関連も見据えて、保健福祉部が担当 

・ 登別市と北海道の保健福祉部局間においてつながりがあった経緯から、北海道よ
り本事業の存在について紹介を受け、登別市として 1年目となる R4年度事業に
応募するに至った。 

・ 本事業は、これまで直接的に扱ってこなかった孤独・孤立問題への取組の第一歩と
して、保健福祉部が担当するに至った。 

② 

地域課題・ 

実態の 

概略の把握 

■令和 4年度は「基礎調査」の結果を受け、ターゲットを子どもに絞り込み 

・ R4年度事業で「人びとのつながりに関する基礎調査」を実施した。国や北海道の
傾向と同様に、比較的若い世代がより強く孤独を感じている傾向があった。 

・ その結果を受け、 R4年度事業では若者（特に子ども）をターゲットに据え、ヤング
ケアラーについて周知するチラシを作成し、学校等の教育機関で配布した。 

③ 
連携 PFの 

絵姿の描写 

■令和 4年度では行政とつながりが深い機関をコアに据えたが、 
今後は庁内外で新たなアプローチ先と連携することを模索 

・ R4年度事業では、「地域福祉推進市民会議」をコアとし、そのほか行政とつながり
がある支援機関・民間企業を追加する形で、連携 PFを立ち上げた。 

・ 今後は孤独・孤立対策の推進のために、現在の PFを基盤として、庁内関係部署や
外部機関・外部団体の参画などを検討していく。 

 

（イ）準備段階 

④ 
地域課題の 

詳細把握 

■市内外のリソースを調査し、これまで把握してなかった地域の孤独・孤立の 
現状や今後広域的に活用し得るリソースを把握 

・ 今年度は試行的事業として広域的なリソース調査を実施した。登別市および西胆
振に所在する NPO法人 87団体のうち、合計 19団体（うち市内 5団体）から回
答を得た。うち 16団体が孤独・孤立対策に資する活動を行っていることが分かっ
た。活動内容としては「居場所づくり」が最多だった。 

⑤ 

連携 PFの 

運営形態・体

制の 

検討 

■令和 4年度に立ち上げた連携 PFでは、参加者同士が水平的な関係のもとに参集 

・ R4年度は「地域福祉推進市民会議」、支援機関、見守りに関する包括連携協定を
締結している民間企業に声をかけたことで、スムーズな立ち上げができた。 

■今年度は連携 PFの今後の拡大可能性、重層事業との関係の整理方針を 
検討 

・ 今年度は今後連携をとって①PFに新たに追加し得る団体の検討や、②連携 PF・
地域協議会と重層の会議体との関係性の整理が論点であった。 

・ ①について、特にリソース調査で把握できた市民の「居場所づくり」や「地域づくり」
に寄与する団体については、連携 PFに今後新規に参画してもらうことや、行政と
して関わりを増やしていく方針を整理した。 

・ ②について、連携 PFは官民連携の場として広く情報共有や意識醸成を行い、発展
形として孤独・孤立を抱えた人を対象に、「居場所づくり」や「地域づくり」に関連す
る支援も行う場と整理した。関連して、孤独・孤立対策地域協議会は、参加者に守
秘義務を課し、さらに個別具体的なケースへの対応を参加機関同士で検討する場
とする。 
また、重層事業における重層的支援会議や支援会議は、高齢・障がい・子ども・生活
困窮など、複合化した課題を抱える人（世帯）の個別具体的なケース対応や、公的
福祉サービスだけでは対応が難しいと考えられる人（社会的孤立・ひきこもりなど）
の社会参加を支援したり、またそうした人を対象に「居場所づくり」や「地域づくり」
を実施したりする場と整理した。 
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■市民の理解醸成のために、今後「つながりサポーター」の養成に積極的に 
取り組む方針を PFに周知 

・ 登別市で孤独・孤立対策を推進していくためには、市民の理解醸成が必要であると
考え、来年度以降も市民向けに継続的に「つながりサポーター」の養成に取り組ん
でいく方針である。 

・ 連携 PFに向けて上記の方針を周知しつつ、PF参画団体及びその関連団体以外
にも、例えば地元の学生のような幅広い市民層をターゲットにしていくことについ
ても今後視野に入れ、広く市民向け周知啓発に取り組む予定である。 

⑥ 

連

携

PF

の

参

加

者

の

検

討・ 

巻

き

込

み 

庁内の

巻き 

込み 

■パンフレットの配布にあたっては、庁内の他部局や支援機関とも連携 

・ 今年度は、試行的事業の 1つである市民向け周知啓発用パンフレットの配布にあ
たって、現在支援を必要としている人や今後近い将来に支援が必要になると思わ
れる人に向けて広く周知するため、福祉関係部署（高齢・障がい・子ども・生活困
窮）に加えて、市民相談や納税相談の窓口とも連携をとり、市民の目に触れる場所
に設置した。またそれにより、市民のみならず、他部局担当者にも登別市が孤独・孤
立対策に取り組んでいることをインプットした。 

庁外の

巻き 

込み 

■連携 PF参加団体の選定は、従前から行政とかかわりがある機関を中心に、広く募
った 

・ R4年度は連携 PFの組成・運営にあたって、活動テーマを限定せず広く市民関
係団体に呼びかけ、「準備会」を開催して連携 PFに対する意見を収集した。 

■リソース調査を利用して、広域的な連携可能性がある周辺自治体に 
ファーストコンタクトを実施 

・ 今年度は試行的事業の 1つである広域的なリソース調査の実施にあたって、周辺
自治体にコンタクトを取り、調査の実施を周知した。広域的なリソースの有効活用
を目指し、今後周辺地域と連携する可能性を模索している。 

 

（ウ） 設立段階 

⑦ 
域内住民・関係団体

への情報発信 

■試行的事業として PFを開催・維持しつつ、広く市民向けの周知も実施 

・ 今年度は連携 PFにおいて、PF推進会議を開催し、連携 PFの維持・リマ
インドを行った。 

・ 今年度作成したパンフレットは、市広報誌での大規模配布に加え、市関係部
署や外部関係機関等に設置して、相談者に直接配付するほか、孤独・孤立に
悩んでいる自覚がない市民やその周囲の人の目に偶然留まることを目指し
た。 

⑧ 連携 PFの運営 

■今後は、連携 PFが有するネットワークの有効活用、メンバー間の交流促進に
つながる運営を目指す 

・ 今年度実施したリソース調査やパンフレットの作成・配布の試行的事業にお
いては、事前に PFの参画団体に協力の呼び掛けをしたり、意見を求めた
りすることは行わなかったが、PFのネットワークを最大限活用することが
できれば、今後行政が取り組む孤独・孤立対策について、その周知啓発効果
をより高められると考えられる。 

・ また、現状の PF参画メンバーには引き続き連携 PFに関心をもってもら
っているが、今年度実施した PF推進会議において、「他の参加者とは 1/3
程度しか面識がない」といった声も聞かれたことから、特に他参画団体と直
接的なつながりを持たない団体や（今後の）新規参画団体を中心に、メンバ
ー間の交流・連携の機会を設けていくことも、運営上必要になると考えられ
る。 
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（エ） 自走段階 

⑨ 
今年度の積み残し

課題 

■本連携 PFと地域協議会、重層事業との関係性については、行政と関係主体
が協議しながら模索していく 

・ 今年度は、参画主体が連携 PFや地域協議会と大いに重なり得る「重層事
業」の会議体との関係性の整理として、重層事業の「手前のステップ」（＝要
支援者の発見・拾い上げのステップ）として連携 PFを位置づけると整理し
たが、さらなる具体化にあたっては関係者と引き続き協議する予定であ
る。 

■周辺自治体との広域的な連携により、不足するリソースを互いに補い合う 
方向性を模索していく 

・ また支援分野によっては、広域的に連携することが有効と考えられる。その
際に連携 PFの既存ネットワークがどのように活用できるか、今後検討した
いと考えている。 

⑩ 来年度以降の方針 

■連携 PFの運営方針については、まずは行政が整理の上、関係者と協議して
決定していく 

・ 連携 PF、地域協議会、重層事業の会議体において、各々どのような主体に
関わってもらうか、支援機関同士どのような関係性を構築できるかについ
て、関係者と意見交換しつつ整理する。それぞれの会議体の特色を活かし
て孤独・孤立対策を継続・推進していくための運営方針を検討していく。 

・ また、子ども食堂やフードバンク、ボランティア団体など、これまで関わりが
多くなかった主体や、リソース調査で新規把握した団体等との関わりにつ
いても模索していく。 

・ 来年度以降も「つながりサポーター養成事業」を継続実施することを予定し
ているが、今年度事業ですでに「つながりサポーター講座（試行実施）」を受
講してもらった PF推進会議の参加者から、市民への周知、孤独・孤立問題
への理解を呼びかけてもらう、また「つながりサポーター講座」に興味を持
ってもらえるよう関係する PF外の関連団体に働きかけてもらう、等の対
応を検討している。 
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ブレイクスルー要因 

 
アクション/ 

ブレイクスルー要因 

■走り出す前に、官民連携のキープレイヤーへ事前周知・意識付け 

・ 市民のみならず行政職員含めて、孤独・孤立という問題についての認知度
が低かった。 

・ また令和４年度から取り組むことにした連携 PFの立ち上げや運営におい
ては、未確定事項が多かった。 

・ 行政として新しい事業を開始したり、新たな問題に取り組んだりする際に
は、まずはそのキーパーソンとなる関係者に事前の周知を行って意見をも
らうことや、また、「地域のことは地域活動の実践者が一番わかっている」と
いう前提認識のもと官民連携を推進することで、スムーズな協力体制の構
築が可能になる。 
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コラム ～地域の支援団体から見た孤独・孤立対策と連携 PFの重要性～ 

登別市総合相談支援センター en  

 

 登別市から委託を受け、障がいのある人やその家族からの生活全般の相談を受けている。障がいの
種類は様々で、身体障がい・知的障がい・精神障がい・難病などによる生活課題を抱える人が多い。そ
うした人たちは同時に自殺リスクを抱えていたり、引きこもりや貧困などに直面していたりすること
がある。 

 体制としては 8名の担当者で、市内の 600名ほどの利用者（うち 500名ほどは福祉サービスの利
用者）をカバーしている。 

 利用者の属性としては、一人世帯の人や、親と同居している人が多く、生活保護受給者も多い。平均し
て 50～60歳代の利用者が多く、上は 90歳、下は 2歳６か月までと多様である。若年層からの就
労相談を受け付ける機会も最近では増えている。 

💡「つながり不足」の人が孤独・孤立の問題に直面している。 

一部の支援制度に関する、当事者や社会のネガティブイメージの払しょくがなされるべき 
・ 具体的には、知的・発達障がいのグレーゾーンであるがために福祉の支援を受けることができない親

とその子が連鎖的に孤立してしまうケースや、学校で不登校になり大人になってもそのまま引きこも
りになり孤立するケース、職場で人間関係に悩んで働けなくなり孤立するケースを見てきた。 

・ また、最近では特に、8050問題に起因する「世帯支援」のケースが増えていると感じる。そうした家
庭はギリギリまで相談に来ないことが多く、そのころには問題が深刻化してしまっていることが多い。
社会との「つながり」が親子で不足していて、（親の）訪問に訪れたケアマネジャーさんから支援機関に
対して、その親の引きこもりの子どもに関する連絡が入る形で、偶発的に発見・連携することになるケ
ースもある。この種のケースでは、本人たちは表面上「困っていない」というケースも多く、悩みを開示
してもらうことが最初で最大のハードルだと感じている。 

・ こうした孤独・孤立の支援ケースにおいて、行政に期待したいのは「ネガティブイメージの払しょく」を
積極的に行っていくことである。具体的には生活保護などの制度はいまだにネガティブなイメージが
根強く、それゆえに自分自身／世帯で悩みを抱えてしまう人が多い。相談に来ること自体のハードル
を下げるような工夫、相談に来たときに「つながり」を維持する工夫を行政や国として取り組むべきだ
と感じるし、行政と支援機関が密接にかかわりあうことで、そうした制度に関する正しい情報発信を
行っていくべきだと考える。 

💡PFの連携促進のカギは、①参加者のマインドセット、②PFで協議する内容、③PFの広がりの３つ 
・ PFに参画する支援機関という立場では、PFの官民連携を促進するポイントとして、①参加者のマイ

ンドセット、②PFで協議する内容、③PFの広がりの３つの観点を挙げたい。 
・ まず、①参加者のマインドセットとして、PF参加者（支援者）の考えを柔らかくし、「PFという制度を

上手く活用しよう」という頭の使い方をしていくべきと考える。また、メンバー間で連携するには、一
定程度の共通認識・社会課題への理解が必要となるだろう。例えば、「障がい」への理解は参加者間で
共通認識があるわけではなく、個々人でそのとらえ方はまちまちだと思う。すべては相互理解・共通
認識の醸成から始まるのではないか。 

・ 次に、②PFで協議する内容として、個別のケースをもっと深堀していくべきと考える。その要支援者
とそれを取り巻く環境にはどのような課題があり、どのようなアクションをとったから問題解決につ
ながったのか探求しなければ、個々のケースの定点観測につながらない。個別のケースを具体的に、
そして継続的な関わりを通じて、分析・協議していくことができれば、他の支援ケースにおける今後の
参考になるのではないか。 

・ そして、ＰＦのさらなる連携を促進するポイントして、③ＰＦの広がりを挙げたい。孤独・孤立の支援と
いう文脈では、支援分野によっては「広域連携の視点」も必要である。北海道には「障害保健福祉圏
域」（＝西胆振・・・などの単位）が定められている。人口の少ない町などでは、社会的スティグマなどの
観点からも自分自身が住む地域に限らずに支援を受けたいと考える人はいるだろう。ＰＦとしても、エ
リアを超えた広域的な連携を取り、互いに不足するリソースを補い合うような連携をとることができ
たら良いと考える。 

 

 

孤独・孤立に対する地域課題の解決に向けては、 

いままでとは違う角度のアプローチが必要。 

PFを通じて、各支援分野の垣根を越えて共有し、

当事者も含め解決に向けた話し合いができる 

「場」づくりに期待したい。 

 

登別市総合相談支援センター en センター長 

主任相談支援専門員 北條 智幸様 
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5.自治体等との打合せ記録一覧  

No

. 
日時 打合せ相手団体 

1 
11/10（金） 

14:00-15:20 
登別市 保健福祉部 社会福祉Ｇ 

２ 
11/28(火) 

15:00-16:30 

登別市 保健福祉部 社会福祉Ｇ 

３ 
12/13(水) 

16:00-17:00 

登別市 保健福祉部 社会福祉Ｇ 

４ 
12/27(水) 

16:30-18:00 

登別市 保健福祉部 社会福祉Ｇ 

５ 
1/19(金) 

13:00-14:30 

登別市 保健福祉部 社会福祉Ｇ 

６ 
1/30(火) 

15:00-16:30 

登別市 保健福祉部 社会福祉Ｇ 

7 
2/13(火) 

13:00-14:00 

登別市 保健福祉部 社会福祉Ｇ 

8 
2/16(金) 

16:00-17:20 

登別市社会福祉協議会 
登別市 保健福祉部 社会福祉Ｇ 

登別市総合相談支援センター en 
登別市 保健福祉部 社会福祉Ｇ  

9 
2/29(木) 

16:00-17:30 

登別市 保健福祉部 社会福祉Ｇ 
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自治体による従前からの取組 

※下記には、登別市における令和４年度事業での取組を掲載している。 

 

◼ 「準備会」および「PF本会」の実施 

（取組概要） 

令和５年 3月に開催した PF本会に先駆けて、関係組織に本事業の意義や概要について周知するとともに、

様々な意見を収集することを目的として、設立準備会を令和５年 1月に開催した。 

準備会では、大西参与より本事業の概要や地方版孤独・孤立 PF構築を目指す背景、政策趣旨等について、講

演が行われた。参加者は、市内の各地域・各テーマで活動する組織に広く呼びかけ、市長からも取り組みの意義

を発信した。 

PF本会には、準備会に参加した組織以外にも、特に民間企業への呼びかけを強化した。市民の孤独・孤立を

少しでも緩和したい、広く孤独・孤立の認知を高めたいという市長の強い方針があり、準備会よりも多くの関係

者が参加するに至った。 

 

◼ アンケート等による実態把握 

（取組概要） 

 市内における孤独・孤立の現状を把握するために、国が実施したアンケートに倣い、登別市の市民向けアンケー

トを実施した。 

 アンケートの結果として、全国平均と比して市内における孤独・孤立の状況は低い傾向にあること、ただし地域

によってばらつきがあり、また登別市の場合は若年層の「孤独・孤立を感じている」傾向が高いことが分かった。 
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◼ ヤングケアラー向けチラシの制作・配布 

（取組概要） 

 前述の準備会やアンケートの結果を受け、登別市においては、特に子どもたちの孤独・孤立状況について、これ

まで啓発が活発に行われていないことが明らかになった。特に昨今ではヤングケアラーの問題が浮上しており、

令和 4年度は具体的なターゲットとなる要支援者層をヤングケアラーに設定し、ヤングケアラーに関する課題認

識の共有、また子どもたちへの啓発を行うためのチラシを制作・配布した。 

 

図表 ヤングケアラー向けチラシ（左：表面／右：裏面） 
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試行的事業 

① PFにおける今後の動きに関する情報共有及び協議（第１部） 

概要 
第 1部として、「登別市孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム推進会議」を開催し、普

段直接的な関わりがない PF参画メンバー同士が一堂に会する場をセットし、市からの

情報共有等を行った。 

結果 
PF参画メンバー（民間企業を含む）や民生・児童委員、支援機関、関連地元企業、市議会
議員、行政職員等を含む合計 70名程度の参加者を招集した。 

工夫点 
• 第 2部として、登別市がモデル自治体に選出されている「つながりサポーター養成

講座」を立て続けに実施できるよう関係者間で調整した 

ねらい 
• 第 1・2部を通貫して孤独・孤立対策に地域として取り組む重要性をインプットする

ことで、両者の周知啓発効果を高めることを目指した。 

 

◼ 第１部における発信内容 

第１部では、大西参与から孤独・孤立に関する講演を行い、孤独・孤立に対する PF参画メンバーの基礎的な理

解を促すとともに、今年度市が取り組んでいる内容（試行的事業のリソース調査や市民向けパンフレットの作成・

配布）等について、一挙に周知した。 

第 2部（内閣官房別事業として実施した「つながりサポーター養成講座」の試行実施）と同日開催することで、

「つながりサポーター養成講座」の来年度以降の実施の継続・協力を呼び掛けた。 

 

図表 実施概要 

開催概要 開催日 2024年 2月 16日(金) 

開催場所 登別市観光交流センター ヌプル 

参加者 

PF参画メンバー（民間企業を含む） 

民生・児童委員 

支援機関 

関連地元企業 

市議会議員 

行政職員等 

以上、合計 70名程度 

タイム 

スケジュール 

第１部 

１３：３０～１３：３5 市長あいさつ 

１３：３５～１３：４０ 登別市による進行等の説明 

１３：４０～１４：１０ 大西参与 講演 

「孤独・孤立対策の現状と対策の方向性 

～地域での取り組みに着目して～」  

１４：１０～１４：２５ 質疑応答、意見交換 

１４：３0 第１部終了 

第 2部 

１４：４０～１５：５５  株式会社 Ridiloverによる 

つながりサポーター養成講座 

（講師：大西参与） 

登別市の 

取り組みの

紹介 

１５：５５～１６：００  リソース調査、パンフレット作成 など 

閉会 16:00 
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図表 参加者一覧 

No. 団体名 人数 属性 

1 登別市民生委員児童委員協議会 1 ＰＦ構成団体 

2 登別市市民自治推進委員会 1 ＰＦ構成団体 

3 登別市連合町内会 1 ＰＦ構成団体 

4 登別地区保護司会 1 ＰＦ構成団体 

5 登別市地域包括支援センター「けいあい」 1 ＰＦ構成団体 

6 登別市地域包括支援センター あおい（愛桜） 1 ＰＦ構成団体 

7 登別市総合相談支援センター en 1 ＰＦ構成団体 

8 北海道胆振総合振興局 保健環境部 社会福祉課 1 ＰＦ構成団体 

9 北海道室蘭児童相談所 地域支援課 1 ＰＦ構成団体 

10 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 北海道支店 1 ＰＦ構成団体 

11 東京海上日動火災保険株式会社 北海道支店 2 ＰＦ構成団体 

12 日本生命保険相互会社 苫小牧支社 1 ＰＦ構成団体 

13 明治安田生命保険相互会社 苫小牧支社 1 ＰＦ構成団体 

14 登別市議会 1 登別市議会議員 

15 知里森舎 1 市内ＮＰＯ法人 

16 登別新生郵便局 1 市内郵便局 

17 鷲別郵便局 1 市内郵便局 

18 登別地区民生委員児童委員協議会 3 民生委員児童委員 

19 中央東地区民生委員児童委員協議会 13 民生委員児童委員 

20 中央西地区民生委員児童委員協議会 2 民生委員児童委員 

21 鷲別地区民生委員児童委員協議会 2 民生委員児童委員 

22 美園・若草地区民生委員児童委員協議会 2 民生委員児童委員 

23 緑陽地区民生委員児童委員協議会 5 民生委員児童委員 

24 のぼりべつ東町ふれあいホーム 1 社会福祉法人 

25 フロンティア登別 1 社会福祉法人 

26 内閣官房孤独・孤立対策担当室 政策参与 1 内閣官房・講師 

27 内閣官房孤独・孤立対策担当室 参事官 1 内閣官房 

28 内閣官房孤独・孤立対策担当室 1 内閣官房 

29 北海道保健福祉部福祉局地域福祉課 課長補佐 1 北海道 

30 北海道保健福祉部福祉局地域福祉課 

地域福祉推進係 主査 

1 北海道 

31 株式会社野村総合研究所 3 孤独・孤立事業採択団体 

32 株式会社 Ridilover 3 孤独・孤立事業採択団体 

33 登別市保健福祉部 15 登別市・事務局含む 

合計  73  
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図表 第１部開催後アンケートの回答結果 

✓ 「Q1．第 1部を通じて、はじめて知ったことを全て選んでください。」への回答結果（重複回答可、N=41） 

 

 

✓ 「Q2．第１部の講演を聞いて、孤独・孤立について理解を深めることができましたか。」 

への回答結果（N=47） 

 

 

「Q3．第１部の講演内容を踏まえて、今後実施したいと思うことはありますか。」への回答結果（N=50） 
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図表 第１部開催後アンケートで得られた参加者の声 

 

✓ 「Q4. 第１部でわかったことや良かった点、改善したほうがいいと思う点、もっと知りたいこと等を 

教えてください」への回答結果（一部抜粋、原文ママ） 

孤独・孤立問題、 

地域連携における 

課題に関する 

コメント 

✓ 「見えてない孤独・孤立を早期に見つけて対応につなげることが重要。つながりの

弱いところに孤立・孤独が起きている。」 

✓ 「専門職種だけではなく、地域や企業色々な人と結びつき、考えていかないとうま

くいかないと思います。今回参加している方々の 1/3 位しか面識がなく、まずは

知り合い連携できる関係にならないとダメだと思った。」 

✓ 「孤独・孤立の要因・要素は多岐に渡ることがグラフ等において多少なり現状を身

近に感じることができた。具体的な施策を実施するために詳細なプラットフォー

ムを作ると良いのではと思われる。」 

登別市の 

地域としての課題に

関するコメント 

✓ 「少子高齢社会に入り、若い世代が地域に混じる（参加する）事が無いように見う

ける。長いスパンで改善をしたいとの考えのようですが、今の世代より若い世代

の方が気になります。」 

✓ 「学校教育の中で孤独や孤立についてどのように教えているのだろうか。我々の

子供のころはこんな話はなかったが、今は違うのでたくましく生きる生き方を教

えていけないと考えます。」 

✓ 「地域的な諸活動の中で必ず問題となるのが”個人情報”に関わる件で、情報が知

り得ないことがある。よってこの法律との関係をどのようにすればと思うところ

です。」 

✓ 「プラットフォームが大切だと考えます。多世代間のプラットフォームを期待してい

ます。協力できることがあれば協力したいです。」 

今後の展望や 

自分自身の 

取り組みについて 

振り返るコメント 

✓ 「地域での自分の所の事業者のあり方、役割等を再度確認、見直しが必要だと感

じました。」 

✓ 「現在の活動に照らし合わせたときに、具体的な行動（≒活動）として何を行うの

か？は考えていきたい」 

✓ 「町内会の役員をやっています。再度多様な活動や担い手の発掘に取り組んでい

かなければと思っております。課題に向かって取り組んでいきます。がんばりま

す。講演ありがとうございました。」 

✓ 「民生委員として訪問する際の意識をもって訪れる。」 

✓ 「その地域の中で 10 年後、20 年後につながる孤立について働きかけを色々な

支援の立場で関わっていく事」 

✓ 「民生児童委員として三期目に入っています。日頃より地域の人達へ一歩でも深

いつながりを持っていけたらなぁとの思いで歩いて訪問しています。今後も続け

たいと考えています。」 

✓ 「町内会等でひとり暮らしの人に声を掛け、町会の事業などの参加を呼び掛けて

います。もっともっと声掛けしたいと思います（あいさつ等）」 

✓ 「郵便局長として参加したが、包括支援センターとの連携以外にどういった協力が

できるか。」 

その他 ✓ 「地域的な諸活動の中で必ず問題となるのが”個人情報”に関わる件で、情報が知

り得ないことがある。よってこの法律との関係をどのようにすればと思うところ

です。」 

✓ 「孤独・孤立の内容はわかりますが、国の具体的取り組みを知りたいと思いまし

た。私たち現場で取り組む者と、国の求める事の具体例が良く理解できないで

す。」 

✓ 「孤独・孤立対策推進法」の法律のことを初めて聞いたような気がする」 

✓ 「孤独・孤立対策推進法が 2023 年 6 月に成立した。これを知った。2024年 4

月から「推進法」は施行されて…とボードにあったが、これはまだ来ていない未来

なので、これからしていきますよ、ですよね。今回の講座がそのための広報である

とわかりました。若者の「孤独・孤立」が実は見えていない。そう考えています。」 

✓ 「学校教育の中でぜひ導入していただきたいと思います。広く浅くという観点も

必要だという事に葛藤をかんじながら、大切だとも思いながら。」 
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② 周辺地域を対象とする広域的なリソース調査 

概要 
北海道や西胆振地域における広域での連携や PFの拡大の可能性・必要性について、今

後の検討材料として、広域地域におけるリソースを調査した。今回、調査対象は NPO法

人とした。 

結果 
調査対象を市内の支援団体に限定せず、広域の視点を取り入れ、リソース調査の実施に
あたって周辺地域にコンタクトをとった。 

工夫点 
• 登別市及び周辺自治体（ 伊達市・室蘭市・壮瞥町・洞爺湖町・白老町・豊浦町）に所在

する NPO法人 87 団体のうち、最終的に 19団体（うち市内から 5団体、最終回
収率は 21.8％）からの回答を得た。 

ねらい 
• 周辺自治体に向けて、登別市として孤独・孤立対策に取り組んでいる点を周知し、ま

た今後連携する可能性が生じた際に相談しやすくなるよう事前にコンタクトをとっ
た。 

 

図表 調査実施概要 

調査方法 郵送配付―オンライン回答 

調査対象 
登別市及び近隣自治体（伊達市・室蘭市・壮瞥町・洞爺湖町・白老町・豊浦町）に所在する

団体  87団体 

調査期間 令和６年２月５日（月）～２月 25日（日） 

回収結果 19団体（うち市内から 5団体、回収率は 21.8％） 

 

図表 調査項目 

1. 回答団体の 

基本情報 

組織形態 

活動の範囲 

（市区町村の一部地域／市区町村の全域／複数の市区町村／全道／その他） 

取組の内容（選択式） 

2. 孤独・孤立対
策（人とのつ

ながり）に資

する 

活動状況 

孤独・孤立対策に資する活動の状況 

（「引きこもり」や「いじめ」など、キーワードベース・選択式で回答） 

活動内容 

（相談窓口の開設／居場所づくり／アウトリーチ支援／その他の活動） 

自治体委託事業の有無 

活動頻度 

3. 孤独・孤立対
策（人とのつ

ながり）に資

する 

支援実績 

支援実績の有無 

支援ケースの分類 

（「引きこもり」や「いじめ」など、キーワードベース・選択式で回答） 

支援事例における成果と課題（具体的に回答） 

4. 今後の取組に 

向けて 

孤独・孤立対策に関する問題に取り組む必要性を感じるかどうか 

取組の必要性を感じた場面（具体的に回答） 

取り組む上での全般的な課題 

（「何から取り組めば良いか分からない」、「取組みを検討する体制（人員）が不足し

ている」など、想定される「課題」から選択式で回答） 

自治体への期待 

（「官民連携の取組の推進」や「自治体間における横断的取組の推進」などから選択式

で回答） 
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◼ 調査結果の概要 

「孤独・孤立対策に資する活動」として、「居場所づくり」が 9件、「相談窓口の開設」と「その他の活動」（ 「遊び

場づくり」「仲間づくり」「交流」 など）がともに 5件挙げられている。19 団体中 16 団体において、孤独・孤立

対策に資する活動が行われていることが分かった。 

また、「孤独・孤立対策に取り組む必要性を感じている」と回答した 15 団体から、必要性を感じる支援対象と

して、次のような意見が寄せられた（一部抜粋、原文ママ）。 

 

これまでにあった「孤独・孤立対策に資する支援となった事例」としては、7団体から具体的な事例が寄せられ

た。事例の内容からは、地域コミュニティにおける孤独・孤立への理解・具体的支援が地域に存在することが分か

った。 

孤独・孤立の問題において必要と感じる取組や課題については、次のような意見が寄せられた（一部抜粋、原

文ママ）。 

 

 

◼ 調査結果を受けて、庁内で検討・協議した内容 

孤独・孤立対策に資する活動を行っている団体が 19団体中 16団体（84.2%）で 8割を超えており、各

NPO法人の活動は有益な社会資源であることを再認識することができた。孤独・孤立を抱えている人の居場所

づくりなどの観点で、そうした関係機関と協働していきたいと考えている。 

 

◼ 回収率向上のための改善点 

本調査の回答率は全体で 21.8%と２割を超えているものの、調査設計をより工夫することで回答率をさらに

上げることができる余地も感じられた。 

例えば、連携 PF参画メンバーにリソース調査を実施する前に協力を呼び掛け、知り合いの支援機関には直接

回答を呼びかけてもらうことなど、市や連携 PF参画メンバーのコネクション（個人的なものも含む）を上手く活

用することで、限られた時間の中でもさらに回収率を上げることができると思われる。 

今後、他の自治体で同様の調査を実施する際には、方法論として、調査設計時に例えば上記のような工夫を盛

り込むことが考えられる点をぜひ参考にしてほしい。 
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③ 周知啓発用パンフレット作成 

概要 
市民が孤独・孤立に陥り、支援が必要となった際に適切に支援窓口につながることがで

きるようになることを目的とし、市内の相談窓口を一覧化したパンフレットを作成した。 

結果 
26箇所に計 4,000部設置し、市の広報誌への折り込み分 19,000部と合わせて、最
終的に合計 23,000部配布することができた。 

工夫点 
• 市内相談窓口に加え、国や道、民間の匿名相談可能な窓口の掲載も行った。掲載に

あたっては該当する機関の関係者と調整を行った。 
• 試行的事業として開催した PFにおいても、参加者に事前配布した。 

ねらい 

• 市の広報誌に折り込み、大規模な配布を行ったほか、市関係部署や外部関係機関等
に設置することで、相談者に直接配付した。 

• また、孤独・孤立の自覚がない市民や偶然その場を訪れた市民の目に留まること、
将来的に困ったときに活用してもらうことも見据え設置した 

 

図表 配布したパンフレット（左：表面／右：裏面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 パンフレット配布場所の詳細 

配布場所 配布数 

市広報誌への折り込み 19,000部 

市関係部署（19箇所） 福祉関係部署 

（高齢・障がい・子ども・生活困窮など） 

1,370部 

その他相談窓口部署（市民相談・納税相談） 230部 

外部関係機関等 

（7箇所） 

社会福祉協議会 400部 

民生委員児童委員協議会 1,500部 

地域包括支援センター 150部 （５０部×3箇所） 

登別市総合相談支援センターen 300部 

地域若者サポートステーション 50部 
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２－３．江東区 

No. ３ 江東区 

 

1. 取組の全体像 

１．自治体の概要 

① 自治体名 江東区 ② 担当部局名 福祉部 長寿応援課 

③ 人口 524,310（人）＜令和 2年 10月/国勢調査＞ 

④ 
自治体内 

連携 

庁内連携部局 
（メイン） 

福祉部（福祉課、地域ケア推進課） 

庁内連携内容 
※会議体、情報共有 

庁内関係部課との横断的な連携体制の構築、 

社協や助け合い活動連絡会との連絡調整 

庁内連携部局 
（メンバー） 

地域振興部（地域振興課、青少年課）、障害福祉部（障害者施策課）、生活

支援部（保護第一課）、 

保健所（保健予防課）、こども未来部（養育支援課） 

庁内連携内容 

※会議体、情報共有 
情報交換及び連携の推進 

２．形成をめざす地方版連携 PFの姿 

① 

従前の 

取組 
※重層の取り
組み、外部
組織連携、

地域コミュ
ニティ形成
等 

・ 高齢者地域見守り支援事業 

【目的】社会的孤立を防ぎ、高齢者が安心して暮らすことができる社会を作る 

【実施】先進的な活動団体の見学、セミナー開講、プラン作成支援、開設一時金の給付 

【構成員】約７０の町会・自治会等の地域主体、４００を超える民間事業者 

・ 江東区助け合い活動連絡会 

【実施】孤独・孤立対策を含めた見守り活動 

【構成員】地域の支え合いや見守り活動に取り組んでいる町会、自治会、NPO法人など 

② 

実現したい

状態 
※構築する仕
組み／支援
対象の住民

を取り巻く
環境 

最終的な
ゴール 

• 地域と行政との連携・協働による孤独・孤立に対する包括的な支援体
制の構築 

• プラットフォームによる孤独・孤立対策の安定的・継続的な推進体制の
確立 

今年度の
ゴール 

• 孤独・孤立対策推進法の施行を見据えた今後の取組みの整理 

• 江東区のおける孤独・孤立対策の推進体制の整備 

• 地域における孤独・孤立の問題の解決の仕組化 

• 優先的に取り組む課題の整理・共有 

• 区民への孤独・孤立対策事業の周知 

３．地方版連携 PFの外部連携体制 

①  

地方版連携

PF 

※各種団体が

「水平的」「包摂

的」に集う最も大

きな枠組み 

参画 
メンバー 

• 区の関係各課、社会福祉協議会、江東区助け合い活動連絡会に参加す

る町会自治会・NPO 法人・任意団体、地域包括支援センター、民生委

員で設置する。 

選出・打診

時の工夫 

• コアメンバーである社会福祉協議会や江東区助け合い活動連絡会と

共に、取組意義や今年度のゴール感を事前にすり合わせたうえで参加

を打診した。 

②  

地域協議会 

※特に専門性の

高い支援をおこ

なう団体等で構

成 

参画 
メンバー • 今後設置を検討 

選出・打診

時の工夫 
• ヒアリングで意見の出た、介護事業者・訪問診療を行う医師等の巻き

込みについて検討を行う。 

４．PF連携による価値や工夫＿考え方 

・ 方向性に関する具体的な議論をスムーズに推進するため、まずは地域の実情を深く知るコアメンバーを
集めたコンパクトな会議体でスタート。取組を進めるなかで、孤独・孤立対策に協力いただける企業・団体
等に随時参加いただき拡張するフレームとする。 

・ 青少年、高齢者、生活困窮者や子育て世帯など、各分野でそれぞれの専門性を生かして相談支援体制を
整備し、複数の分野にまたがる課題などは、必要に応じて組織間において連携を密に図りながら対応し
てきた。今後は新たに孤独・孤立というテーマで横ぐしを通した連携強化を図ることで、孤独・孤立に悩む
人を誰一人取り残さずに支援。 
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2. 連携 PF イメージ 

５．連携プラットフォームのイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（連携プラットフォームの内容説明） 

江東区は地域に多数の活動者が存在しているため、助け合い活動連絡会に代表されるように、地域活動者同士のつながりが既に存在している。また、行政内部の連携
については、日頃より福祉系の部署間での情報連携が行われていると共に、それぞれの課の業務・事業を通じ、地域の活動者と連携を取っていた。 
例えば、行政内部では福祉系以外の部署へも連携の輪を拡大するなどの形で、この、地域・行政内部・地域と行政という３つの既存の連携をより深めて連携強化を図

る。 



51 

 

3. 試行的事業一覧 

６．本年度に取り組む試行的事業の概要 

試行的事業の 

ポイント・工夫 

・ 孤独孤立対策に関する区内の資源を把握し、支援団体間で情報共有し、困りごとを抱
える方を必要な支援に結びつけられるようにする 

・ 地域、行政、地域と行政の 3つのつながりづくりを進め、連携強化を図る 

 事業名称 事業内容 目的/期待効果・KPI 実施時期 発注先 

① 

PF形成に

向けたフォ

ーラム開催 

・ 孤独・孤立対策についての講演
会・フォーラムを開催した。 

・ 有識者による講演ののち、質疑
応答を行った。 

・ 区報での宣伝や、区内約 100
か所の掲示板へポスター掲示
を行った。 

・ 孤独孤立対策についてのフォー
ラム動画を撮影・編集し、区公
式 YouTubeチャンネルでア
ーカイブ動画を配信した（3月
4日）。 

・ 孤独・孤立は誰に
も起こりうること
あり、身近な問題
であるという社会
認識の醸成住民へ
の周知・意識付け 

・ 孤独・孤立へ対策
する支援策の周知 

・ 対策推進法施行後
の施策の方向性の
確認 

✓ 令和６年
2/6(火)19
時から 20
時半 

✓ 令和 6年 3
月 4日
YouTube
にて配信 

【会場】 

総合区民セ
ンターレク
ホール 

【イベント

会社】 

東京ベイネ

ットワーク 

200万円 

【資料印

刷】 

アクセア 

30万円 

成果
検証
項目 

✓ フォーラム参加者数：110名 

✓ アンケート結果：当日参者のうち 12％
は、フォーラム参加前には、周囲に孤独・
孤立状態の人が要いるかどうかについ
て考えていなかったと回答しており、特
に彼らにとっては有効な施策を実施で
きたものと思料。 

✓ チャンネルの再生数：279回（配信後約
1週間） 

② 

NPO等に

おける人と

のつながり・

居場所づく

りに係る取

組み調査 

・ オンラインのアンケートにて、区
内で活動する NPOやボランテ
ィア団体等における人とのつな
がり・居場所づくりに係る取組
みを調査した。 

・ 区内の NPO法人、社会福祉法
人、一般社団法人、ボランティ
ア団体等を対象に、活動内容、
人とのつながりに関連する取組
の有無等を把握した。 

・ 区内の孤独・孤立
PFに関連する取
組を実施する団体
の把握、官民 PF
に参画意向のある
団体等の発掘 

✓ 令和 6年 1
月 23日発
出 

✓ 2月 6日〆
切 

マクロミル 

100万円 

成果
検証
項目 

✓ 孤独・孤立対策に関連しそうな取組を行
う団体の存在を確認した。 

✓ 来年度以降に PF参加意向のある団体
が把握された。 

✓ 「孤独・孤立（人とのつながり）にかかる
問題に取り組む必要性を感じています
か。」という質問へは、95.2%の団体が
「はい」と回答した。 
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③ 

広報物作成

（フォーラム 

宣伝チラシ・ 

窓口案内 

リーフレッ

ト） 

・ フォーラムの開催を宣伝するチ
ラシ・ポスターをデザイン・印刷
し、区内の掲示板に掲載を行っ
た。 

・ 相談窓口について、リーフレット
に一覧化し、保健所や地域包括
支援センターなどへ配布した。 

・ フォーラムの宣伝 

・ 孤独・孤立を抱えて
いる区民や、その
周りにいる手を差
し伸べられる人へ
困った時に頼れる
窓口や居場所があ
ることの周知 

✓ 令和５年
12月発
注・デザイ
ン検討済 

✓ 令和６年
2月末配
布 

ヱビス印刷 

40万円 

成果
検証
項目 

✓ フォーラムへは想定以上の申し込みが
あり、当日は 110名が参加した。 

✓ 専門職による対応が可能な保健所や
地域包括支援センター、生活保護担当
課等、区民からの相談が多い部署へ配
布が行われ、市民へ周知・啓発が行わ
れた。 

④ 

孤独・孤立対

策へ向けた

PF体制の

検討 

・ PFの具体化へ向け、江東区助け
合い活動連絡会を中心とする地
域の担い手と庁内担当課で計 3
回の開催し、議論を行った。 

・ 望まない孤独・孤立
を抱える人に対す
る包括的な支援体
制の構築 

✓ 令和５年
12月～ 

ー 

成果
検証
項目 

✓ 本事業期間内で 3回開催され、参加
者同士の顔の見える関係性や、意識醸
成がなされた。 

✓ 参加者からは、試行的事業をよりよく
するための意見をいただき、事業へ反
映させていくことができた。 

✓ また、町会・自治会コミュニティの希薄
化や地縁の無い居住者へのアプローチ
等、地域の現状・課題について把握さ
れた。 

 

７．次年度以降に向けた事業等の案 ※PDCAサイクルに照らして次年度以降に取り組んでいく事業イメージ

（あれば）を列挙 

・ PFにおける連携強化を測る。本年度の PF運営経験や参加者からいただいた意見を基に、PF会合を開
催し、テーマの見直しや他地域の事例を参照しながら、具体的な支援策等についても検討を行う。 

・ アンケート結果を踏まえ、今年度よりも幅広い活動者の巻き込みを行う。 

・ 来年度以降は、例えば HPを作成してそこに孤独・孤立対策関連の情報を集約し、区民への周知を図るな
ども含め、どの媒体に何の情報を載せるのが適切か判断しながら具体的な検討を行う。 

８．孤独・孤立対策を公表した際の反響 

・ フォーラムの冒頭では区長が挨拶を行い、その様子をX(旧Twitter)のアカウントにて発信した。区長の
Xは 1932回表示され、51件のいいね、8件のリポストがされている（3月 8日時点） 
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４. 連携ＰＦの行程および実務上の留意点 

（ア）初期段階 

①  
主担当部署・主担当

者の設定 

■地域と一体となったボトムアップでの事業推進を目指し、地域の見守り活動
を行ってきた福祉部長寿応援課が担当 

・ 江東区では、福祉分野の部署では全体的に、孤独・孤立対策の必要性を感
じていた。孤独・孤立対策は地域と一体となったボトムアップでの事業推進
が重要であるとの考えから、高齢者の見守り事業を担当する長寿応援課が
担当を務めた。地域の現状をよく把握していることに加え、活動者とも関係
性が深く、福祉部の中でも特に孤独・孤立対策への重要性を感じていた。 

②  
地域課題・実態の 

概略の把握 

■地域の活動者らによって自発的に組成された民間の PFが存在していた。彼
らの力を活かし、地域の現状・課題や幅広い取組について把握。 

・ 地域の活動者の中でも、助け合い活動連絡会は町会、自治会、ボランティア
などの活動団体だけでなく、区・社会福祉協議会とも連携してまちづくりを
行っている。対象者を定義せず、幅広い対象者を支援するための自発的な
PFが民間主導で既に地域に存在していた。 

・ 現在、助け合い活動連絡会は 50近い団体・個人が参加しており、年 4回
の「連絡会」でのお互いの活動紹介や、テーマを決めた「研究会」で有識者な
どを招き議論を行うほか、社協との協働主催のフォーラムなども開催。こう
した勉強会などを通じ、顔の見える関係性づくりと幅広い情報交換が行わ
れている。 

・ 長寿応援課は、この江東区助け合い活動連絡会を通じて高齢者の見守り事
業を実施しており、地域の現状・課題については現場の声を把握していた。 

■日頃の会話や庁内連携の場で、地域の孤独・孤立に関係する課題意識につい
ては共有されていた。 

・ 庁内には、地域福祉計画の枠組みの中で開催する「庁内連携会議」という会
議体が存在しており、孤独・孤立という問題へは既に共通理解があった。こ
の会議は年に２回開催し、その時々に応じたケースを取り上げ、福祉系の部
署が集まって議論するものである。こういった場において、例えば最近では
「ごみ屋敷」の問題などが共有されていた。周辺の人にとっては問題だが、
ごみ屋敷の中にお住まいの方々はごみではないと考えており、彼らも孤
独・孤立状態にあるケースが多い。 

③  
連携 PFの 

絵姿の描写 

■地域・行政内部・地域と行政という 3つのつながりそれぞれを深め、連携強
化を図ることで、必要な支援を届けられる体制づくりを目指す。 

・ 江東区は地域に多数の活動者が存在しているため、助け合い活動連絡会に
代表されるように、地域活動者同士のつながりが既に存在している。また、
行政内部の連携については、日頃より福祉系の部署間での情報連携が行わ
れていると共に、それぞれの課の業務・事業を通じ、地域の活動者と連携を
取っていた。 

・ 例えば、行政内部では福祉系以外の部署へも連携の輪を拡大するなどの形
で、この、地域・行政内部・地域と行政という３つの既存の連携をより深め
て連携強化を図る。 

・ 地域と行政のつながりを深める役割を果たす PFについては、孤独・孤立
対策の安定的・継続的な推進体制を確立すると共に、地域と行政との連携・
協働による孤独・孤立に対する包括的な支援体制の構築を目指す。 
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（イ）準備段階 

④  
地域課題の 

詳細把握 

■行政の担当者は個別に地域の活動者を把握しており、共有化は進んでいなか
った。まずはアンケートで地域全体の状況を把握し、庁内連携の基礎を固めた。 

・ 長寿応援課の属する福祉部では、担当者は日頃地域の活動者とコミュニケ
ーションを取っており、彼らとの会話を通じて地域の現状を把握している。
ただ、担当者ごとに関係性のある団体は異なっており、共有化された情報
や共有の場は設けられていない状況であった。 

・ また、助け合い活動連絡会を中心として区内の支援団体・活動に関しては
一定情報が集約されていたものの、情報が古く、現在の活動状況や孤独・
孤立対策への関心度合いも不明であった。 

・ そのため、試行的事業として地域の活動者らを対象にしたアンケート調査
を実施。孤独・孤立に限らず、人とのつながりに資する取組を行う幅広い主
体を対象に、活動内容や活動を通じて感じている課題、今後の孤独・孤立対
策への関与意向等を調査し、庁内の関係部署と共有した。 

⑤  

連携 PFの 

運営形態・体制の 

検討 

■「福祉計画」に自然と内包される PFを見据え、まずは地域のコアメンバーに
絞った形で試行的に PFを運用開始した。 

・ 将来的には、現在は明確な支援策のない対象者も含め、自然と孤独・孤立
状態にある方へも切れ目ない支援体制が確立されていることが理想であ
ると考えられる。そこで、将来的には「福祉計画」への組み込みを見据えた
PFを構築すべく、まずは準備会的な位置づけで運営し、来年度以降での本
格化を目指す。 

・ そのため、長寿応援課が主導して会議体を設置・運営。まずは PFの準備会
的に地域の実情を深く知るコアメンバーを集めたコンパクトな会議体とす
ることで、今後方向性に関する具体的な議論をスムーズに推進。 

⑥  

連携 PF

の参加者

の検討・ 

巻き込み 

庁内

の巻

き込

み 

■孤独・孤立対策の必要性への共通認識は既にあったものの、担当者が改めて
孤独・孤立の概要・課題を伝えることで、関係課を巻き込み。 

・ 福祉系の課では、先述の庁内福祉連絡会議等の場や日頃の業務において
も孤独・孤立に関する問題について話題に上るため、対策が必要であると
いう共通認識は既にあった。 

・ PFの開催をきっかけに、まずは担当者にて関係し得る課を選定。この際、
まずは子ども・高齢者といった「支援対象者」を起点に「養育支援課」・「地域
ケア推進課」等を選定。その後、担当者が各課長へ直接、孤独・孤立対策の
概要や必要性を共有し、参加を打診した。 

・ また、声掛けを行う過程において、他に巻き込むべき課についても意見が
出たため、参考にしながら当初担当者が想定していなかった課へも呼びか
けを行った。 

庁外

の巻

き込

み 

■本年度はスムーズに議論を進めるべく、助け合い活動連絡会の会員からコア
メンバーを抽出。 

・ 本年度は今後の体制検討に重点を当ててムーズに議論を進めるためにも、
助け合い活動連絡会の会員からコアメンバーを抽出し、声がけを行った。江
東区内における様々な活動者らを繋ぐハブ的存在であるため、今後 PFの
拡張を検討する際にも、助け合い活動連絡会を起点にすることでスムーズ
に地域の活動者らと連携を取ることができると想定。 

■地域内の活動者を対象としたアンケートを実施し、今後 PFへ巻き込む対象
を検討、声がけを行う 

・ 試行的事業で実施したアンケート調査の結果を基に、次年度以降に参加の
声がけを行うことも想定。 

・ 取り組みを進めるなかで、孤独・孤立対策に協力いただける企業・団体等に
随時参加いただき、拡張していくようなフレームとする。 
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（ウ） 設立段階 

⑦ 
域内住民・関係団体

への情報発信 

■フォーラムの開催により、区民に対して孤独・孤立に対する理解促進と活動者
となるきっかけを提供するとともに、YouTubeで更なる情報発信を行う 

・ 区内の活動者や、これから支援活動を始めたい・興味があるような人を対
象に、「孤独・孤立を考える」フォーラムを開催した。孤独・孤立問題の概要や
や対応の必要性について説明すると共に、地域の活動者の支援が重要であ
ることを有識者より具体的な事例を交え伝えた。これにより、活動者らの取
組活性化や、支援に興味・関心がある人へは最初の一歩を踏み出すきっか
けとなる場を提供した。 

・ 開催に先立ち、区内の掲示板等へチラシ・ポスターの掲示や区報への掲載
を行い宣伝活動を行った結果、当日は 100名を超える区民が参加した。 

・ 当日の様子については、撮影・編集を行い、江東区公式 YouTubeチャン
ネルでの配信を行った。情報アクセシビリティの観点にも留意し、講演内容
について字幕付の動画を作成。1回のフォーラム開催に参加できる人に限
らず、さらに多くの区民を対象に理解を促進。配信後約 1週間で 279回
再生された。 

■パンフレットにより、まずは既存の取組をしっかりと周知し、孤独・孤立を防止 

・ 相談窓口を一覧化したパンフレットを作成し、孤独・孤立を抱えている区民
や、その周りにいる手を差し伸べられる人へ困った時に頼れる窓口や居場
所があることの周知を行った。 

・ 作成したパンフレットについては、区民が手に取りやすいよう、区民との接
点となる出張所や関係する窓口等へ配布した。 

⑧ 連携 PFの運営 

■PFの場では区の試行的事業の計画に対して意見を募り、庁内・庁外の幅広
い主体が共同で事業を推進しながら目線合わせを行う場とした。 

・ 長寿応援課主導でアジェンダの設定を行い、参加者への声掛けを実施。 

・ アジェンダとしては、本事業で取組む各試行的事業への意見を募ることを
中心に据えた。具体的に検討できる内容のため参加者が発言しやすくなる
と共に、 会議を通じて取組みが形になる過程で課題を自分事化して議論
に参加しやすくした。 

・ 試行的事業への意見を通じて自然と地域の現状・課題が見えてくることに
加え、参加者へはざっくばらんに地域の孤独・孤立に対する課題意識等に
ついても意見をいただくことで、来年度以降の区の方針を検討するための
材料を得た。 
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（エ） 設立段階 

⑨ 
今年度の積み残し

課題 

■町会・自治会コミュニティの希薄化に加え、従来のつながり方ではアプローチ
しづらいライフスタイルの住民とのつながりも課題である 

・ PF参加者の意見などから、区民への重要なアウトリーチ資源である町会・
自治会といったコミュニティと距離の遠い環境にいる区民へのアプローチ
が課題であることが確認された。例えばタワーマンション等ではマンション
内の組合や行事の開催等は管理会社等が主催しており、周辺の自治会・町
会や、地元住民とのつながりは薄い。 

・ 今後の PF運営については、現在は子ども・高齢者などの「支援対象者」を
起点に関係者を選定しているものを、防災といった「テーマ」起点で運営す
る、といった方向性の検討、それに伴うプレーヤー拡大・主担当部署の見直
しなどが実施され得る。 

⑩ 来年度以降の方針 

■本年度の PF運営経験や把握された地域のリソースを基に、江東区の特徴に
合わせた PFのあり方・テーマについて検討を行い、連携を強化する 

・ PFにおける連携強化を測る。本年度の PF運営経験や参加者からいただ
いた意見を基に、PF会合を開催し、テーマの見直しや他地域の事例を参照
しながら、具体的な支援策等についても検討を行う。 

・ アンケート結果を踏まえ、今年度よりも幅広い活動者の巻き込みを行う。  

・ 来年度以降は、例えば HPを作成してそこに孤独・孤立対策関連の情報を
集約し、区民への周知を図るなども含め、どの媒体に何の情報を載せるの
が適切か判断しながら具体的な検討を行う 。 
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ブレイクスルー要因 

 
アクション/ 

ブレイクスルー要因 

■まずは連携可能な団体・課からスモールスタートで取組みを開始し、今後の拡
張性を見据えながら、早期の PFを立ち上げを実現。 

・ 「孤独・孤立」というテーマは取り組むべき範囲が非常に幅広く、アプローチ
範囲・方法についての設定が課題となったが、PF参加者については定め切
らず、あとから参加者を追加できる枠組みでスモールスタートでの早期立
ち上げを実現。 

・ まずは担当課にて、支援対象者を抱えている課を中心に選定を行い、スモ
ールスタートで早期の立ち上げを目指した。 

・ 孤独・孤立という横ぐしを刺したテーマについて、「どのような課題がある
のか」「なぜ連携が必要か」といった PFへの参加の効果について丁寧な説
明が必要だった。また、福祉系以外の課については、説得する材料を用意
し、関係課の課長へ直接説明を行い巻き込んだ。 

・ この過程において、当初想定していなかった課の巻き込みについてアドバ
イスを受けるなどし、声がけ対象とした。 

・ 地域の活動者や関係団体についても同様に、まずはコアメンバーを選定。
今後孤独・孤立対策に協力いただける企業・団体等に随時参加いただき拡
張するフレームとした。 
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コラム ～地域の支援団体から見た孤独・孤立対策と連携 PFの重要性～ 

江東区助け合い活動連絡会 

 

 住民主体の助け合い活動や見守り、サロン活動などに取り組んでいる団体・有志の交流、ネットワーク
団体。 

 区、社会福祉協議会の事業と連携し、地域での助け合い活動の情報交換と交流や勉強の場として、定
例の連絡会（年 4回）と研究会（年 3回）を開催。また、地域住民を中心に様々な団体や機関とつなが
り、活動を通じて協働のまちづくりに取り組んでいる。 

💡町会・自治会等のつながり希薄化が大きな問題。特に集合住宅では住民自治が起きづらく周辺地域と

のつながりも希薄化しやすいため、地域をつなぐ新たなリーダー層の連携が重要 

・ 町会・自治会は劣化していて、ほとんどが高齢者である。コロナをきっかけに高齢者もどんどん離れて
しまっていて、若者も入ってこない。PTAも会長のなり手がおらず成り立たなくなってきている。人
と人のつながりを再生するのは困難だと思う。 

・ 江東区は新しいマンションがどんどんできているが、区の規制もあり、ほとんどが賃貸。こうしたマン
ションは、管理組合もできないし、自治会もできない。大手デベロッパーが作ったマンションでは、管
理会社が管理組合の機能やイベント企画を担っているため、住民自治が起きにくく、周辺の町会・自治
会や地元住民とのつながりも生まれづらい。 

・ 近年は、フードバンクや子ども食堂の活動が区内で広がってきている。従来の町会・自治会とは異な
る新しい形のつながりを生み出すべく協力し合っているリーダー層が活動していくことによって、そ
れぞれの取組に引力が出てくるのだろうと思う。 

💡災害時に誰一人取り残さない支援を行うには、個人情報の仕組みの見直しが重要 

・ 要支援者として、「助けてほしい」という情報は区に申請するが、地域の活動者には、この人が区に申
請したという情報は来ない。同意書をとるのは福祉部福祉課で、そのデータが防災課に行き、そのデ
ータが防災課から災害協力隊や自治会に降りて来るが、上手く連携できていない。行政と住民の間の
個人情報の仕組みを変えていかない限り、円滑に連携可能な官民 PFはできない。 

・ 助ける対象ではない人が申請しているケースも多い。75歳以上の老夫婦は皆申請できるので、とり
あえず出しておこうとなっていて、本当に助けを必要とする人が申請できていない。また、本当に優先
度が高い人以外の申請を、こちらで却下することはできない。 

💡つながりの場を生み出すには、対象者に合わせた仕掛けづくりと住民主体の活動が重要である 

・ 仕掛けの仕方が大事。例えば子どもを集めてイベントをすると、気が付くと親同士も繋がったりする。
良い例は、町会でやっている太鼓であった。最初は 1つの町会だけでやっていたが、親同士のネット
ワーク等を通じて他の地域からも参加者がきて、マンションの子どもたちが多く来た。その他にも、木
場公園では毎月民間の団体によるプレーパークの運営が行われており 60人ほどの参加があるほ
か、猿江公園では高齢者も交えた昔遊びの集まりに 30人ほど来ている。地域のリーダー層が主導す
ることで、子どもたちや親が集まり、繋がりが生まれていく。 

・ 直接助け合いや支えあいと言わない居場所づくりの中では、効果が大きかったのは花壇づくりだっ
た。お茶会をやっても女性しか来ないが、花壇の手入れだと男性が来る。これも遠回りの孤独・孤立対
策だろう。江東区で一番居場所がないのは、定年退職を迎えた男性。会社勤めが終わると居場所がな
いので、そういう人たちが集まる場を作らないといけない。地域連携の課題はまだまだ多い。結局は
地域の人がやることが必要。 

 

 

 

（活動内容が分かる御写真をご掲載下さい） 

 

 

 

 

 

 

江東区において孤立・孤独対策は 

高齢者から子ども、障がい者、外国人まで 

深刻な課題になっています。 

官民連携のプラットホームづくり、 

区民協働・地域の繋がりで課題解決に 

取り組んでいきたいと考えています。 

 

江東区助け合い活動連絡会 
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5.自治体等との打合せ記録一覧  

No. 日時 打合せ相手団体 

1 
11/7（火） 

11:00～12:30  

江東区 福祉部 長寿応援課 
地域支え合い係 

２ 
11/30（金） 

11:30～15:30 

江東区 福祉部 長寿応援課 
地域支え合い係 

３ 
12/15（金） 

11:30～13:00 

江東区 福祉部 長寿応援課 
地域支え合い係 

４ 
1/17（水）  

16:00～17:00 

江東区 福祉部 長寿応援課 
地域支え合い係 

５ 
2/20（火）  

11:00～12:00 

江東区 福祉部 長寿応援課 
地域支え合い係 
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自治体による従前からの取組 

◼ 「高齢者地域見守り支援事業」の実施 

（取組概要） 

江東区では社会福祉協議会と連携し、孤独死等の地域課題に対応するため、地域の団体を支援してきた。 

約 1年間のプログラムを通じ、地域の実情にあった見守り・支え合い活動の実施、体制づくりをサポート。1年

間のプログラムを終了したサポート地域を対象に、見守り活動の拠点や交流の場を設置する場合に、その開設一

時金として、備品の購入費や修繕費の一部を助成。（1地域上限 20万円） 

対象は町会・自治会・管理組合等の単位。助け合い活動連絡会には多くの団体が参加しており、長寿応援課は

本事業を通じて、助け合い活動連絡会・ならびにそこに参加している町会・自治会・管理組合らと関係性を構築し

てきた。 

 

図表 高齢者地域見守り支援事業のサポート地域募集チラシ 
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試行的事業 

①「孤独・孤立」を考えるフォーラム開催 

概要 
孤独・孤立対策についての講演会・フォーラムを開催。 
有識者による講演ののち、質疑応答をおこなった。 

結果 
当日のフォーラムへは、区内で活動を行う方々を中心に、110名が参加。 
江東区公式 YouTubeチャンネルへアップした当日のアーカイブ動画については、配信
後約 1週間で、279回再生された。 

工夫点 

• 事前の区報掲載や、区内約 100か所の掲示板へのポスター掲示を実施することで
参加者を募った。 

• 動画を撮影・編集し、区公式 YouTubeチャンネルでアーカイブ動画を配信するこ
とで、区民へのさらなる周知・啓発を行う。 

ねらい 
• PF参加団体間の情報共有・連携強化 
• 孤独・孤立へ対策する支援策の周知 
• 対策推進法施行後の施策の方向性の確認 

 

当日は、区内在住・在勤で、孤立や孤独を抱えている方の支援に関心のある方々110名が参加した。区長の挨

拶から始まり、駒村教授からは、孤独・孤立対策法の・高橋氏からは社協の立場から講話いただいた。その後、会

場の参加者から活発な質疑が行われた。 

 

図表 実施概要 

開催概要 
開催日時 2024年 2月 9日（火）19:00～ 

開催場所 総合区民センターレクホール 

プログラム 

冒頭挨拶 江東区長 大久保朋果氏 

第一部 

慶應義塾大学経済学部教授 

全国社会福祉協議会理事 

駒村 康平氏 

「『仲良くすんべぇ』の江東区 -孤独・孤立対策法から考える-」 

第 2部 

社会福祉法人全国社会福祉協議会 地域福祉部長 

高橋 良太氏 

「孤独・孤立の解消に向けた多様な主体との連携・協働の必要性」 

質疑応答 駒村氏・高橋氏・司会：関谷亜矢子氏 

質疑の内容 

（一部抜粋） 

Q1 

⚫ 人口の多い都市部で孤独・孤立対策を推進していくためのポイントやいい事

例があれば教えて欲しい。 

(駒村教授) 

➢ マンションではお互いの顔が見えない、また、オートロックの物件には外部の

人間は入れない。今後この点は大きな問題になってくるだろう。奈良県生駒

市では、市民が必ず利用するゴミ集積場を人々が集う地域コミュニティの拠

点とし、自然発生的につながりが広がった成功事例もある。あくまで、何気な

くやる、というのがポイントになる。 

Q2 

⚫ こちらからの誘いに出てこない方へゆるやかに繋がるアプローチ方法を教

えて欲しい。 

（高橋氏） 

➢ 無理やり引っ張り出すことは良くない。地域であなたのことを見守っている

というメッセージを常に出しておくことが重要。また、遠巻きに見守りつつも

間髪入れずに入っていける体制を作っておき、いざというタイミングを見定

めることも重要。 
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図表 案内チラシ・開催風景 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参加者アンケートでは、72%の参加者が孤独・孤立の状態の人のイメージが具体的になったと回答しており、

孤独・孤立の課題の周知への効果が見られた。また、参加者のうち 81%は身近に孤独・孤立状態の人がいると

思うと回答している。参加者は区内で支援活動を行っている方々と、そういった活動に興味関心をお持ちの方を

対象としていたため、今後、彼らが積極的に支援の手を差し伸べることが期待される。 

図表 参加者アンケート結果 

 

 

 当日の様子については、撮影・編集を行い、江東区公式 YouTubeチャンネル での配信を行った。情報アクセ

シビリティの観点にも留意し、講演内容について字幕付の動画を作成。3月 4日に公開を行い、３月 11日時点

で 279回再生されており、今後も区民の理解促進へ繋がることが期待される。 

図表 YouTubeへの公開内容 

  

  



63 

 

②人とのつながり・居場所づくりに係る取組み調査 

概要 

オンラインのアンケートにて、区内で活動する NPOやボランティア団体等における人と
のつながり・居場所づくりに係る取組みを調査した。 
区内の NPO法人、社会福祉法人、一般社団法人、ボランティア団体等を対象に、活動内
容、人とのつながりに関連する取組の有無、PFへの参画意向等を把握した。 

結果 

アンケート実施期間：2024年 1月 19日(金)～2024年 2月 23日(金) 
216団体へ送付し、62団体より回答を受領。ネットアンケートとしては非常に高い割合
であった。 
「孤独・孤立（人とのつながり）にかかる問題に取り組む必要性を感じていますか。」とい
う質問へは、95.2%の団体が「はい」と回答した。 

工夫点 
• アンケートのタイトルを、「NPO等における人とのつながり・居場所づくりに係る取

組み調査」とし、孤独・孤立には一見関係がなさそうな団体からも幅広く情報収集を
行った。 

ねらい 
• 区内の孤独・孤立 PFに関連する取組を実施する団体の把握 
• 官民 PFに参画意向のある団体等の発掘 

 

 人とのつながり・居場所づくりに係る取組を行う幅広い団体を対象にアンケート回答依頼を送付。町会・自治会
から、スポーツ・文化に関するサークル、NPO法人等、幅広い活動者、62団体から回答を得ることができた。ま
た、うち 59団体は孤独・孤立問題への必要性を感じていることが明らかとなった。 
問題に取り組む必要性を感じた具体的な場面としては、一人暮らしの年配者と接する機会に関する声が多く

聞かれた。また、活動者らの活動内容や、人とのつながりを生み出してきた具体的な成果が確認されたほか、孤
独・孤立に係る問題に取り組むにあたっては、実態把握や、人材不足について課題感を持っている団体が多くい
ることが確認された。 

 

 

  

NPO法

人 

29.0%

社会福祉

法人 

8.1%一般社団

法人 

6.5%

任意団体 

45.2%

その他 

11.3%

[Q1] 団体の基礎情報として最も近いもの

をお選びください。

(n=62)

はい 

95.2%

いいえ 

4.8%

[Q17] 孤独・孤立（人とのつながり）にか

かる問題に取り組む必要性を感じていま

すか。

(n=62)
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図表 アンケート結果の抜粋 

Q18：活動の中で孤独・孤立（人とのつながり）にかかる問題への取組の必要性を 

感じた場面がありますか。（一部回答抜粋） 
独り暮らしの年よりのかたにあったとき 

格差が広がる中での、社会的養護を必要としている子供達の増加。 

独居生活の老人が増える中、介護福祉の充実化が必要と思える。 

ここ１０年で高齢一人世帯の孤独死が２件発生した。 

どちらも本人情報が全く掴めておらず見守りの対象外であった。 

障害児者と抱えるご家庭が学校を卒業して、保護者会や親の会等との関係性が希薄になると老障介護になっ

ているケースが散在する。親の高齢化。 

コロナをきっかけに暮らし方やこどものあそび方が変化している。人とのつながりは子育て中の親にも子にも

必要であり、様々なかたちでリアルなふれあいができるよう、今もこれからも場の提供をしていく。 

近所で孤独死をする人がいること 

ひきこもりの 8050問題の支援をする時。ひきこもり当事者が高齢になって、親が亡くなった後も孤立しな

い手厚い体制があるとよい。 

高齢者の方が 1名でカローリング教室にきており、みなさんが仲良く会話されている姿を見て、孤独等にか

かる問題への取り組みに必要性を感じました。 

障害を抱える子の保護者は孤独を感じている事が多いです。講演や面談でアンケートをとると、そう答えが返

って来る事が度々ありました。 

 

 

  

22.0

62.7

35.6

44.1

61.0

25.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

何から取り組めば良いか分からない

地域における孤独・孤立の実態が分からない

地域において誰が取り組んでいるか分からない

取組を企画するのに情報（例示）が不足している

取組みを検討する体制（人員）が不足している

その他【 】

[Q19] 孤独・孤立（人とのつながり）にかかる問題に取り組むうえでの全般的な課題だ

と思うものを、すべてお選びください。(n=59)
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③広報物作成（フォーラム宣伝チラシ・窓口案内リーフレット） 

概要 

フォーラムの開催を宣伝するチラシ・ポスターをデザイン・印刷し、区内の掲示板に掲載を
行った。 
相談窓口について、リーフレットに一覧化し、保健所や地域包括支援センターなどへ配布
した。 

結果 
相談窓口に来られないかた向けに、あらゆる年代や対象のかたが利用する文化センター

や区民センターなど地域活動拠点施設のほか、教育関係機関や公共交通機関での配布

が望ましい。 

工夫点 
• 相談窓口一覧パンフレットを作成し、専門職による対応が可能な保健所や地域包括

支援センター、生活保護担当課等、区民からの相談が多い部署へ配布した。 
• また、社会福祉協議会に支援の担い手となり得る地域団体への配布を依頼した。 

ねらい 
• フォーラムの宣伝を行い、広く参加者を募る 
• 孤独・孤立を抱えている区民や、その周りにいる手を差し伸べられる人へ困った時

に頼れる窓口や居場所があることの周知 

 

図表 寄り添いサポートリスト 

 

図表 配布先リスト 

配布先 配布部数 

区内各所 

1 長寿サポートセンター（地域包括支援センター）21か所 210 

2 福祉会館 7か所 70  

3 ふれあいセンター4か所 40  

4 高齢者総合施設 10  

5 江東区社会福祉協議会 350  

6 出張所 8か所 ８0  

7 江東区保健所 10  

8 保健相談所 4か所 40  

9 保護第二課相談係 50  

区役所内 

10 福祉課 10  

11 保護第一課相談係 50  

12 広報広聴課 10  

13 区議会事務局 50  

14 長寿応援課窓口分 20  

合計 1000 
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④孤独・孤立対策へ向けた PF体制の検討 

概要 
PFの具体化へ向け、江東区助け合い活動連絡会を中心とする地域の担い手と庁内担当
課で計 3回の開催し、議論を行った。 

結果 
本事業期間内で 3 回開催され、参加者同士の顔の見える関係性や、意識醸成がなされ

た。参加者からは、試行的事業をよりよくするための意見をいただき、事業へ反映させて

いくことができた。 

工夫点 
• 孤独・孤立は幅広い対象者を支援する必要があり、江東区は区内の活動者の数も非

常に多い。そのため、まずは PF 設立のための準備会的な位置づけとし、主要コアメ

ンバーによるスモールスタートで取組みを開始。 

ねらい • 望まない孤独・孤立を抱える人に対する包括的な支援体制の構築 

  

PFの運営・進行については江東区長寿応援課が中心に実施。3回とも福祉部長が出席し、PFの場で出た意

見について把握。試行的事業の内容に対する意見をいただくと共に、地域の現状や課題、今後の取組等につい

て議論がなされた。 

 

図表 開催の様子 

 

 

 

  

PF各回の議題 

#1 

（１）孤独・孤立対策に資する活動についてのアンケート実施について 

（２）孤独・孤立対策リーフレット（案）について 

（３）孤独・孤立を考える講演会について 

（４）その他 

#2 

（１）孤独・孤立対策に資する活動についてのアンケート実施について 

（２）孤独・孤立対策リーフレット（案）について 

（３）孤独・孤立を考える講演会について 

（４）その他 

#3 

（１）今年度実施した孤独・孤立対策の試行的事業について 

（２）次年度以降の孤独・孤立対策について 

（３）その他 
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PFで出た意見（一部抜粋） 

地域の現状 

について 

・ 社協のサテライトが新しくできたのは足を運びやすくて良い。今後も増やして、相談に

行ける場所づくりを強化してほしい。 

・ 町会・自治会はどんどん衰退しており、地域コミュニティの希薄化は大きな課題だ。 

・ 活動をしている中で、行政へ相談しに行ってもたらい回しにされることがあると聞く。

これでは本当の悩みを話せない。縦割りの状況を解消するためには、個々の活動を取

りまとめる全体会議が必要だろう。 

今後の PF運営

について 

・ この 3カ月で地域の様々な課題が明らかになった。問題は、どうこの PFを継続する

かということだろう。年 2回（5月に年度の計画を議論し、2，3月に評価する）程度は

開催してはいかがか。 

・ 介護事業者や医師会、大学等への連携呼びかけが重要だろう。 

・ 江東区は社会的資源が豊富にある。事例報告会のようなものを開催してもよいのでは

ないか。 

その他 

・ アンケートでは、町会・自治会の回答団体数が少なかったため、もっと掘り下げて調査し

てほしい。最も地域の住民に近い存在であり、より多くの課題が見えてくるはず。 

・ 幅広い主体が最もまとまりやすいテーマは防災だろう。 

・ PF開始時に、テーマについて共通認識が取れる勉強会のような場があると良かったと

思う。 

 

 参加する庁内の関係課については、長寿応援課長が各課長へ直接アプローチし、まずは子ども・高齢者とい

った「支援対象者」を起点に「養育支援課」・「地域ケア推進課」等を選定。その後、担当者が各課長へ直接、孤独・

孤立対策の概要や必要性を共有し、参加を打診した。また、声掛けを行う過程において、担当者が想定していな

かった課へも呼びかけを行った。例えば、「子ども家庭支援課」へ声がけをおこなったところ、相談窓口を担当し

ているのは「養育支援課」であるのでそちらが適切ではないかとの意見を頂戴し、反映させた。 

 

図表 参加者一覧 

江東区内活動団体・社会福祉法人など 江東区 

所属 役職 所属 役職 

南砂地区民生・児童委員協議会 副会長 福祉部 部長 

東陽長寿サポートセンター 管理者 長寿応援課 課長 

江東区スポーツ推進委員会 会長 福祉課 課長 

江東区助け合い活動連絡会 代表・事務局長 地域ケア推進課 課長 

南砂住宅自治会 会長 地域振興課 課長 

大島 6丁目団地自治会 副会長 青少年課 課長 

NPO法人深川長屋 理事長 障害者施策課 課長 

江東社会福祉会 
 

保護第一課 課長 

コープ南砂助け合いの会 運営委員 保険予防課 課長 

砂町よっちゃん家 代表 養育支援課 課長 

株式会社ドリームジャパン 代表取締役 
  

江東区社会福祉協議会地域福祉推進課 課長 
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２－４．品川区 

No. ４ 品川区 

 

1. 取組の全体像 

１．自治体の概要 

① 自治体名 品川区 ② 担当部局名 福祉部福祉計画課 

③ 人口 408,071（人）＜2023.11.1現在＞ 

④ 
自治体内 

連携 

庁内連携部局 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

庁内連携内容 
※会議体、情報共有 

・ ― 

庁内連携部局 

福祉部(福祉計画課、障害者施策推進課、障害者支援課、高齢者福祉課、高

齢者地域支援課、生活福祉課)、子ども未来部(子ども育成課、子ども家庭支

援センター、子育て応援課)、保健所(保健予防課、品川保健センター、大井

保健センター、荏原保健センター)、地域振興部 等 

庁内連携内容 

※会議体、情報共有 

関係事業・NPO団体の情報を共有するとともに、今後の方向性、支援事業

の実施手法などについて議論および決定 

２．形成をめざす地方版連携 PFの姿 

① 

従前の 

取組 
※重層の取
組、外部組

織連携、地
域コミュニテ
ィ形成等 

・ 令和 4年度より重層的支援体制整備事業への移行準備事業を開始（令和 7年度より本格実

施予定） 

・ 【調査】品川区の地域福祉に関するアンケート調査（令和 5年 3月）。20～30代において、

5割程度が孤独を感じているという結果を得た。 

・ 【体制】高齢者見守りネットワーク（高齢者分野のネットワーク）等 

・ 【支援】ゲートキーパー研修、見守りホットライン、子ども若者応援フリースペース等 

② 

実現したい

状態 
※構築する仕

組み/支援対
象の住民を
取り巻く環

境 

最終的な
ゴール 

・ 誰かに、どこかにつながる地域社会を構築するとともに、望まない孤独・孤立

を発見し伴走しながら支援できる状態 

・ 現在の支援から抜け落ちやすい 20～30代への支援体制充実化と要支援者

が支援を享受できる導線の確立 

・ 20～30代のみならず、他の世代への支援体制の拡充 

・ 孤独・孤立に関する継続的な支援を実施し今後 PFを拡大するために、連携候

補となる団体を把握 

今年度の
ゴール 

・ 20～30代の孤独・孤立課題の把握と、PFの役割、実施すること、会合のア

ジェンダ等の決定 

・ 令和 6年度以降の計画策定 

３．地方版連携 PFにおける連携体制 

③  
地方版連携

PF 

品川区、当事者等支援を行う民間団体等 

選出・打診

時の工夫 

・ 地域福祉計画策定委員会の構成団体との関係性を活かし、当該団体に協力を

仰ぐかたちで選出 

・ 当事者支援を行う民間団体の選出および実態把握を図りながら、福祉分野以

外も含めた関係団体等も含めて検討 

② 

地域協議会 

※特に専門性の

高い支援を行う

団体等で構成 

- 

選出・打診

時の工夫 - 

４．PF連携による価値や工夫＿考え方 

【アンケート調査の結果を踏まえ、若年層をターゲットに決定】 

・ 「品川区の地域福祉に関するアンケート調査」の結果を踏まえ、品川区では、従来の制度の狭間にあった若年層をター

ゲットにした地方版連携 PFの構築を目指す。 

【PF構築にあたり、様々な関係団体や当事者へのヒアリングを実施】 

・ 品川区では、PF構築にあたり、庁内関係各課、支援団体、孤独・孤立の当事者に対してもヒアリングを実施し、現状の

課題やニーズの把握に努め、それらを反映する形での PFのあり方を検討。 

・ 支援団体へのヒアリング実施にあたっては、区の職員が当該支援団体の活動に実際に参加したり、訪問や活動見学

をしたりする等の工夫をし、支援団体との良好な関係性の構築に努めた。 



69 

 

2. 連携 PF イメージ 

５．連携プラットフォームのイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（連携プラットフォームの内容説明） 

品川区における連携プラットフォーム（連携 PF）は、従来の制度の狭間にあった若年層をターゲットに設定。庁内では、福祉に係る部署である福祉部、子ども未来部、保
健所が参画し、庁外では、アウトリーチ支援を行う支援団体と、居場所づくり支援を行う支援団体が参画予定。品川区と支援団体で PF会合を開催し、孤独・孤立に悩む若
年層に対し、PFで連携した新しい支援の提供を検討していく。来年度以降は、他の世代にも対象を拡大し、より多くの庁内外の団体に PFに参画してもらう予定。
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3. 試行的事業一覧 

６．本年度に取り組む試行的事業の概要 

試行的事業の 

ポイント・工夫 

・ これまで実態把握ができていなかった、孤独・孤立の課題を抱える 20～30代の課
題と施策を明らかにする 

・ 既存の取り組み・関係性を生かした事業設計をする 

 事業名称 事業内容 目的/期待効果・KPI 実施時期 発注先 

① 

孤独・孤立に

係る関係団体

へのヒアリン

グ面談と PF

体制の在り方

の素描作成 

・ 20代～30代の若者を対象に支援

を行う NPO法人等へのヒアリング

を実施した。 

・ 加えて、NPO法人経由で、孤独・孤

立に苛まれる当事者へのアプロー

チを行い、当事者本人から悩みや困

りごと等を聴取した。 

・ 区役所内関係部署における現行事
業の内容および課題のヒアリング面

談を実施した。 

【手法】当事者の事情を考慮し、聴き取

りが可能なスタッフに依頼する等 

【ヒアリング対象となる支援体】 

・ 品川区社会福祉協議会、子ども若者
応援ネットワーク品川 

・ NPO法人はぴこね、NPO法人

LEGIKA、NPO法人サンカクシャ 

・ 株式会社マイシェルパ 

・ 若年層の孤独・孤立
対策に係る主な団体

の活動現況が分かる

ようになった。 

・ 当事者へのヒアリン
グを通じて、対象者

の現状や課題などの

あらましが理解でき

るようになった。 

・ 区内関係部署との関
係性を深め、官民連

携で一体的な支援が

可能となる体制構築

の土台を作った。 

R6. 

1月～3月 

上旬 

3,960,938

（円） 

発注先：一般

社団法人

RCF 

成果

検証

結果 

✓ 関係課 5箇所、支援団体 6団体、当事者

11名へのヒアリングを実施した。 

✓ 20～30代の若者の地域とのつながりのニ

ーズや、当事者の居場所づくりの支援者同

士のつながり、早期で受けられるカウンセリ

ングへのニーズを把握することができた。 

✓ ニーズから次年度 PFの役割およびアジェン

ダ案として、オンラインカウンセリングサービ

スや SNSを活用したアウトリーチの実施の

必要性を確認した。 

② 

孤独・孤立対

策に係る講演

会 

・ 重層的支援体制整備事業の普及啓
発事業の一環として、庁内向けの研

修会で、中央大学宮本教授をお招

きし、孤独・孤立対策もテーマとし

て取り扱った。 

【講演テーマ】「生活困窮、孤独・孤立を

めぐる新たな政策と制度」 

【講演者】中央大学法学部 宮本太郎 

教授 

【開催内容】孤独孤立の現在（講演）、グ

ループディスカッション等 

【参加人数】46名 

【参加者】福祉部、子ども未来部、保健

所、地域振興部、社会福祉協議会、在宅

介護支援センター 

※重層の参加者である庁内関係課（福

祉部、子ども未来部、保健所）に加え、

本事業で庁内関係課（地域振興部）、社

会福祉協議会、在宅介護支援センター、

教育委員会の参加を促した。 

・ これまで連携がしき
れていなかった庁内

各課との関係構築

と、各課相互で課題

意識等の共有ができ

るようになった。 

・ PF形成に向けて庁

外団体とも関係が醸

成された。 

R6.3.5（火）

10:00～

12:00 

発注なし 

成果

検証

結果 

✓ 重層的支援体制整備事業の会合に参加する
予定はなかった団体として、地域センター、

国保医療年金課の職員にも新たに参加して

もらうことができた。 

✓ 参加者アンケートの結果、孤独・孤立につい
て理解が深まったと回答している人は

95％であった。また、49％の人が、今回の

セミナーにより孤独・孤立は誰にでも起こり

うる問題であることを初めて知ったとの回

答をしていた。 

✓ 今回参加できなかったものの、全庁に声が
けし、財政当局や教育委員会を通じて校長

会からも参加したいという意向を聞き取る

ことができた。今後のつながりづくりのきっ

かけとなった。 

  



71 

 

７．次年度以降に向けた事業等の案 ※PDCAサイクルに照らして次年度以降に取り組んでいく事業イメージ

（あれば）を列挙 

・ 孤独・孤立対策推進法に基づく「孤独・孤立対策地域協議会」を設置するとともに、協議会構成機関のうち
から孤独・孤立対策調整機関を指定することで、自治体だけでなく、地域の関係団体が自走的に連携を続
けていくことも狙っていきたい。 

・ 孤独・孤立対策シンポジウムの開催等により、域内住民・団体への情報発信を行う予定。 

８．孤独・孤立対策を公表した際の反響 

・ 庁内関係各課や支援団体から、関係機関での連携の必要性について声があった。 

・ ヒアリング対象の孤独・孤立の当事者からも、居場所同士が連携してくれると良いとの声があった。 

・ 民生委員より、孤独・孤立対策の重要性等について町会・自治会等に周知していきたいなどの反響があ
った。 

・ 孤独・孤立対策に係る講演会の参加者からも、今後、孤独・孤立対策の支援等の周知活動に取組みたいと
の感想があった。 
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４. 連携ＰＦの行程および実務上の留意点 

（ア）初期段階 

⑦  
主担当部署・主担当

者の設定 

■重層的支援体制整備を担う福祉部福祉計画課が担当 

・ 福祉部福祉計画課は令和７年度の重層的支援体制整備事業の本格実施に向
けて、様々なとりまとめや検討をしている。 

・ 重層的支援体制整備事業と孤独・孤立対策推進事業は切っても切り離せな
い関係性にあることを踏まえ、福祉計画課が重層的支援体制整備事業に加
え、孤独・孤立対策推進事業についても担当することになった。 

・ 福祉計画課は主に高齢者を担当している課であるが、今回の品川区の孤独・
孤立対策のターゲットは若年層である。そのため、ターゲットを踏まえた担当
課の選定はしていないと言える。 

⑧  
地域課題・実態の 

概略の把握 

■アンケート調査を行い、20～3０代について、孤独・孤立が深刻化している旨
を把握 

・ 「品川区の地域福祉に関するアンケート調査」（令和 5年 3月）を実施し、
20～３０代において、5割程度が孤独を感じているという結果を得た。 

■重層的支援体制の整備に係る庁内の会議体により、関係各課で情報共有を 
実施 

・ 品川区では、重層的支援体制の整備に向けた庁内連携会議を年 2回実施し
ており、福祉に係る関係各課（福祉計画課、障害者施策推進課、障害者支援
課、高齢者福祉課、高齢者地域支援課、生活福祉課、子ども育成課、子ども
家庭支援センター、子育て応援課、保健予防課、品川保健センター、 
大井保健センター、荏原保健センター）で情報共有をしている。 

⑨  
連携 PFの 

絵姿の描写 

■アンケート調査の結果等に基づき、ターゲットを若年層に設定 

・ 「品川区の地域福祉に関するアンケート調査」（令和 5年 3月）の結果より、
若年層は、他の年代と比較して孤独を感じている割合が高くなっていること
が判明。上記に加え、若年層はこれまでの区の支援や制度の狭間にいる層と
いうこともあり、PF構築にあたってのターゲットを若年層に設定した。 

■丁寧に課題やニーズを把握した上で PFの方針を決定 

・ PF構築にあたり、所轄の福祉部福祉計画課は主に高齢者を担当しているこ
ともあり、分からないことが多い状況だった。そのため、庁内関係各課、支援
団体、孤独・孤立の当事者にヒアリングを実施し、生の声を聞きつつ PFに必
要な機能等を検討していく方針を決定。 
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（イ）準備段階 

⑩  
地域課題の 

詳細把握 

■庁内関係各課へのヒアリングを通じ、それぞれの部署の孤独・孤立に係る 
活動内容や課題についての実態調査を実施 

・ 若年層への相談支援や居場所づくり支援を行っている庁内関係課 5箇所
（保健予防課、子ども育成課、生活福祉課、子ども家庭支援センター、保健セ
ンター）にヒアリングを実施し、各課の活動内容及び、若年層の孤独・孤立や
実際の支援における課題認識を把握。 

・ 若年層の孤独・孤立における課題認識として、深刻化しないと相談に来ない
ことや、潜在化しているヤングケアラーがいる等の意見を把握した。 

・ また、実際の支援に係る課題認識として、支援に係るスタッフが心理的スト
レスを抱えてしまっていることや、20～30代に効果的にアプローチするた
めの具体的な方策がないことがない等の意見を把握した。 

・ 支援にあたっては、多機関での連携が必要であるとの声が多かった。 

 

■民間の支援団体へのヒアリングを通じ、それぞれの団体の孤独・孤立に係る

活動内容や、課題についての実態調査を実施 

・ 品川区内 4団体、品川区外２団体の支援団体へのヒアリングを実施し、各団
体の活動内容及び、若年層の孤独・孤立や実際の支援における課題認識を
把握。 

・ 若年層の孤独・孤立における課題認識として、仕事ばかりで地域とのつなが
りがない方が多いため、地域のイベントとの連携等を検討していく予定であ
る等の意見を把握した。 

・ また、実際の支援に係る課題として、フリースペースの運営において、医療
機関・保健センター等との連携が必要だと感じていることや、孤独・孤立によ
りメンタル系の問題を抱えるケースがあり、早い段階でのカウンセリングを
行うことで回復を促すことが重要である等の意見を把握した。 

 

■魅力的な取組があれば、域外の支援団体にもアプローチし、ヒアリングを実施 

・ 品川区においても、孤独・孤立に悩む若年層が帰属できる居場所・リソース
が重要との考えから、品川区内に限らず、知見を得るために、域外で活動す
る居場所づくり支援を行う支援団体にもアプローチし、ヒアリングを実施。 

 

■孤独・孤立に悩む若年層にヒアリングを実施し、当事者の生の声を聞きつつ

課題やニーズを把握 

・ 支援団体からの紹介により、孤独・孤立の当事者 11名（20代 6名、30代
5名）にもヒアリングを実施し、当事者の生の声を聞きつつ、課題やニーズを
把握した。 

・ 支援者同士の横のつながりが不足しているという課題や、「土日夜間でも相
談ができ、過ごすことのできる場所がほしい」、「カウンセラーを利用した
い」、「体験やイベントを増やしてほしい」、「キャリア支援を受けたい」等のニ
ーズを把握することができた。 

⑪  

連携 PFの 

運営形態・体制の 

検討 

■PFの構築にあたり、民間の関係団体へのヒアリングを通じ、PFに求める機
能等のニーズを汲み取りつつ、PFに必要な団体を把握 

・ 品川区では、NPO法人を中心に、支援団体へのヒアリングを実施。これによ
り、孤独・孤立に悩む若年層が帰属できる居場所・リソースが品川区に必要
であることがわかり、居場所づくりを PFの重要な機能として位置付けるこ
とにつながった。 

・ 居場所づくりを品川区が単独で行うのは難しく、若者向けのフリースペース
等、リアルな居場所を提供する支援団体や、若者が参加できる活動を提供す
る支援団体等と連携していく方針を決定。 
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■PFで連携し、将来的に新しい支援を対象者に提供することを検討 

・ 品川区孤独・孤立対策地域協議会（仮称）を構築し、若年層の孤独・孤立に関
連する庁内部署とアウトリーチ支援や居場所づくり支援を行う支援団体が参
画予定。 

・ 品川区と支援団体で PF会合を開催し、実態調査により把握した若年層の
ニーズに応える新しい支援を PFで検討する必要を認識した。 

⑫  

連携 PF

の参加者

の検討・ 

巻き込み 

庁内

の巻

き込

み 

■既存の庁内会議体に参加している部署に孤独・孤立に係るヒアリングを実施
し、PFへの参加を呼びかけ 

・ 庁内連携会議や、重層的支援体制整備事業のケース会議に参加している部
署（福祉部、子ども未来部、保健所）に対し、ヒアリングを通じて孤独・孤立の
実態調査を実施しつつ、PFへの参加を呼び掛けた。 

 
■孤独・孤立対策に係る講演会への参加を全庁に呼びかけることで、今後の 
連携へのきっかけ作りに成功 

・ 重層的支援体制整備事業の普及啓発事業の一環として実施する庁内向けの
研修会を開催するにあたり、全庁に参加を呼びかけた。その際、教育委員会
と連携のうえ、校長会にも参加を呼びかけた経緯もあり、今後、孤独・孤立対
策において教育委員会と連携していく上でのきっかけとした。 

庁外

の巻

き込

み 

■既につながりのあった社会福祉協議会や NPO法人に対し、ヒアリングを実
施し、今後の連携の可能性を模索 

・ 品川区からの委託事業を行っていたり、重層的支援体制整備事業のケース
会議に参加したりしていた中で、既に品川区とのつながりのあった社会福祉
協議会や、フリースペースを運営する NPO法人に対し、ヒアリングを実施。 

・ フリースペースを運営する NPO法人からは、「フリースペースの運営におい
て、医療機関・保健センター等との連携強化が必要だと感じている」との声
があり、今後の PFでの連携の可能性を模索することができた。 

 

■これまでつながりのなかった団体や、福祉以外の領域で活動する団体に対し

ても区の職員が当該団体の活動に実際参加する等のアプローチにより、良好

な関係性の構築に成功 

・ オンラインカウンセリングサービスを提供する民間企業や、クリエイターへの
キャリア支援を行う NPO法人等、これまで品川区とのつながりがなかった
り、福祉以外の領域で活動したりする団体に対しても思い切ってアプローチ
をしたことで、ヒアリングの実施が決定。 

・ これまで関係性のなかった支援団体へのアプローチにあたっては、区の職員
が実際に当該支援団体の活動に参加したり、訪問や活動の見学をしたりす
ることで、良好な関係性を構築することができた。 

・ ヒアリングでは、「品川区との連携を模索していきたい」という反応を得るこ
とができた。 

 
■区内の社会福祉法人に対し、孤独・孤立対策推進事業について説明 

・ 区内の 5つの社会福祉法人との懇談会において、孤独・孤立対策推進事業
についての概要説明を実施した。 
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（ウ） 設立段階 

⑦ 
域内住民・関係団体

への情報発信 

■孤独・孤立対策推進事業の内容を盛り込んだ「第４期品川区地域福祉計画」を
HPで公開 

・ 品川区では、区民、地域団体、行政等の様々な主体が協働して地域福祉を推
進していくため、その方針や具体的な取組を示すことを目的に、「第 4期品
川区地域福祉計画」の策定を進めており、素案を HPで公開し、パブリックコ
メントを募集した。 

・ 「第 4期品川区地域福祉計画」では、孤独・孤立対策推進事業の概要と、品
川区で「孤独・孤立対策地域協議会」の設置を検討している旨等を記載して
いる。 

 
■来年度には、品川区孤独・孤立対策シンポジウムを開催予定 

・ 品川区では、来年度に品川区孤独・孤立対策シンポジウムを開催予定であ
り、域内住民・団体への情報発信を行う予定。 

⑧ 連携 PFの運営 

■品川区と支援団体の参加する PF会合を来年度より本格実施 

・ 品川区と支援団体の参加する会議体である PF会合を来年度に 3回実施
予定。 

・ 参加者の活動紹介、課題の共有、具体的支援策についての検討等を行う予
定。 

■孤独・孤立に悩む若年層に対し、オンラインカウンセリングサービスや SNS
を通じたアウトリーチの実施を検討予定 

・ 孤独・孤立に悩む若年層に対する支援策について、具体的には、孤独・孤立
の当事者へのヒアリングを通じてニーズのあったオンラインカウンセリング
サービスや SNSを通じたアウトリーチの実施を PF会合で検討予定。 

 

（エ） 設立段階 

⑨ 
今年度の積み残し

課題 

■様々な支援団体に対し、PFへの参画について賛同を得る 

・ 今回品川区でヒアリング等を実施し関係構築のできた支援団体のうち、今後
PFに参画してもらいたい団体に対し、孤独・孤立の課題感や PFの目的等
を丁寧に説明し、PFへの参画について賛同を得ていく。 

・ 今回ヒアリングを実施した支援団体以外にも、将来的に PFに参画してもら
えるように、孤独・孤立対策事業や PFの内容について、展開方法や時期を
模索していく。 

⑩ 来年度以降の方針 

■PF会合を開催し、孤独・孤立に悩む若年層に対し、具体的支援を展開する 

・ 各支援団体に PFに関する説明を行い、PFへの参画を呼び掛けるととも
に、連携のあり方について議論する。 

・ PFメンバーが集まった後には、PF会合を開催し、孤独・孤立に悩む若年層
に対し具体的支援を展開していく。 

■幅広い年代に支援を提供すべく、地域振興部等とも連携の上、福祉分野以外
にも、多様な活動を行う支援団体を PFのメンバーとして巻き込んでいく 

・ 来年度以降は、若年層のみならず、幅広い年代に支援を提供していく。NPO
法人との連携等を所轄している地域振興部とも連携し、福祉分野以外にも
多様な活動を行う支援団体を PFのメンバーとして巻きこんでいく予定。 
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ブレイクスルー要因 

 
アクション/ 

ブレイクスルー要因 

■丁寧なコンタクトと活動参加で支援団体との良好な関係性を構築 

・ 本事業を担当している福祉部福祉計画課は、主に高齢者を担当していたこ
ともあり、孤独・孤立に悩む若年層の抱える課題やニーズ、庁内関係各課や
支援団体の孤独・孤立に係る活動内容について十分に把握できておらず、
また、PF構築にあたり、参加が期待される支援団体の特定や、関係構築も
できていなかった。 

・ 上記のような状況の中、庁内関係課、支援団体へのヒアリングを実施し、孤
独・孤立に係る活動内容や課題についての実態調査を行った他、孤独・孤立
に悩む若年層に対してもヒアリングを実施し、生の声を聞きつつ彼らの抱
える課題やニーズの把握に努めた。 

・ これまでに関係性のなかった支援団体に対しては、職員が実際に当該支援
団体の活動に参加したり、ヒアリング以外でも訪問や活動の見学をしたりす
る工夫を行った。 

・ その結果、今後連携し得る支援団体との良好な関係構築ができた他、種々
のヒアリングを通じ、現在の課題や今後必要な連携、支援についての意見
が得られ、PFの役割や開催アジェンダ等のイメージを掴むこともできた。 
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5.自治体等との打合せ記録一覧  

No. 日時 打合せ相手団体 

1 
11/1３（月） 

１６:０0-1７:４0 

品川区役所 福祉部 福祉計画課 
地域包括ケア推進係 

２ 
11/2９（水） 

1４:00-1５:３０ 

品川区役所 福祉部 福祉計画課 
地域包括ケア推進係 

３ 
1２/１８（月） 

1０:00-1１:30 

品川区役所 福祉部 福祉計画課 
地域包括ケア推進係 

４ 
12/２５（月） 

１６:00-1７:３０ 

品川区役所 福祉部 福祉計画課 
地域包括ケア推進係 

５ 
1/１０（水） 

15:０0-1５:３０ 

品川区役所 福祉部 福祉計画課 
地域包括ケア推進係 

６ 
1/２４（水） 

1３:３0-1５:００ 

品川区役所 福祉部 福祉計画課 
地域包括ケア推進係 

7 
２/５（月） 

1３:３0-1５:００ 

品川区役所 福祉部 福祉計画課 
地域包括ケア推進係 

8 
２/２０（火） 

1３:３0-1５:００ 

品川区役所 福祉部 福祉計画課 
地域包括ケア推進係 

９ 
３/７（木） 

1４:０0-1５:１５ 

品川区役所 福祉部 福祉計画課 
地域包括ケア推進係 
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自治体による従前からの取組 

◼ 品川区の地域福祉に関するアンケート 

（取組概要） 

 品川区では、地域住民、関係機関・団体、福祉や医療サービスの事業者等の全ての市民が地域福祉に関わる活

動や取組を行うことにより、住み慣れた地域で安心して暮らしていくことを目指す計画として、「第 3期品川区

地域福祉計画」を策定している。この計画が令和 5年度で終了することから、「第 4期品川区地域福祉計画」を

策定するため、区民及び福祉に関わる専門職を対象に、令和 4年度にアンケート調査を実施し、結果を HPで公

表している。 

 

図表 孤独を感じる割合（年齢区分別） 
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試行的事業 

①孤独・孤立に係る関係団体へのヒアリング面談と PF体制の在り方の素描作成 

概要 
20～30代の若者を対象とする支援団体 6団体、関係課 5箇所に対して、課題認識や

支援の実施状況等に関するヒアリング調査を実施した。 

NPO法人経由で孤独・孤立を抱える当事者へのヒアリングを実施した。 

結果 
20～30代の若者にも地域とのつながりのニーズがあることや、当事者から居場所づく
りの支援者同士のつながりを求める声や、早期に受けられるカウンセリングサービスが
あると良いといったニーズを把握することができた。 

工夫点 
• 居場所づくり支援を行う支援団体のサポートのもと、当事者へのヒアリングを実施

した。 

ねらい • 当事者が実際に感じている課題や、支援のニーズを聞き取ること。 

支援団体 6団体へのヒアリングでは、20～30代の若者にも地域とのつながりのニーズがあることが分かっ

た。また、支援をより強化するためにも、品川区との連携を前向きに考えているという声が複数あった。 

 

【支援団体へのヒアリング結果の概要】 

⚫ 支援団体における課題認識 

➢ フリースペースの運営において、医療機関・保健センター等との連携強化が必要だと感じている（フリ

ースペース運営団体） 

➢ カウンセリング等のサポートについて強化の必要があると感じている（フリースペース運営団体） 

➢ 品川区との連携を模索していきたい（キャリア支援団体） 

➢ 上京に伴い、人間関係が希薄になり、就職口でのプレッシャーを感じ、メンタル系の問題を抱えるケ

ースがある、早い段階でのカウンセリングを行うことで回復を促すことが重要（カウンセリングサービ

ス提供団体） 

➢ 20～30代の若者において、仕事ばかりで地域とのつながりがない方が多く、地域のイベントとの連

携が必要と感じている（居場所づくり団体） 

⚫ 若年層の孤独・孤立に関する課題認識 

➢ 20～30代の若者において、会社のみに所属もしくは就業していない、地域との関わりが薄い、また

は公共のサービスとの接点が少ない 

 

フリースペースを運営する NPO法人経由で実施した孤独・孤立に悩む若者へのヒアリングでは、居場所づくり

の支援者同士のつながりを求める声や、カウンセリングサービスを利用したいという声があった。 
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【当事者へのヒアリング結果の概要】 

⚫ どんなときに孤独を感じるか 

➢ イベントに行った際に複数人で参加している人が多いなと感じたとき 

➢ 仕事していても同僚と年が離れていて話が出来ないとき 

➢ 夜間や土日にひとりきりでいるとき 

➢ 孤独でいることが多く慣れてしまっている 

➢ 長期間引きこもっているため、誰にも相談ができない 

⚫ フリースペースと関わったきっかけ 

➢ 家族に(母親に)勧められて 

➢ 通院しているメンタルクリニックのカウンセラー経由 

➢ コロナ禍で孤独を感じ、ネットで調べた 

➢ 東京都のひきこもりダイヤル 

⚫ どんなサービス・支援があったらいいと思うか 

➢ キャリア支援等が受けられて相談ができる人/カウンセラーを利用したい/仕事などの悩みを相談でき

る人 

➢ 体験やイベントを増やしてほしい/食事/人との関わりがほしい 

➢ 土日夜間でも相談ができて安心して過ごせる場所が欲しい 

➢ 居場所同士での横のつながりがあったらいい 

 

図表 フリースペースでの当事者ヒアリングの様子 

  



81 

 

②孤独・孤立対策に係る講演会 

概要 
重層的支援体制整備事業の普及啓発事業の一環として、庁内向けの研修会で、中央大学

宮本教授をお招きし、孤独・孤立対策もテーマとして取り扱う。 

結果 
参加者アンケートの結果、孤独・孤立について理解が深まったと回答している人は 95％
であった。また、49％の人が、今回の講演会により、孤独・孤立は誰にでも起こりうる問
題であることを初めて知ったと回答していた。 

工夫点 
• 今回参加できなかったものの、全庁に声がけし、新たな参加者を増やすだけでなく、

財政当局や教育委員会を通じて校長会等とも今後のつながりづくりのきっかけと
なった。 

ねらい 
• 参加しやすい講演会という建付けで今まで直接的な連携はできていなかった課な

どにも参加してもらうことで、庁内の横連携のきっかけとした。 

孤独・孤立対策に係る講演会の概要を以下に示す。 

 

図表 実施概要 

開催概要 

日時 2024年 3月 5日（火）10:00～12:00 

場所 品川介護福祉専門学校 

参加者 
庁内関係課（福祉部、子ども未来部、保健所、地域振興部）、社会福祉協議会、

在宅介護支援センター 等計 46名 

講演概要 

講演テーマ 「生活困窮、孤独・孤立をめぐる新たな政策と制度」 

講演者 中央大学 法学部 宮本 太郎 教授  

開催概要 

✓ 講演では、宮本教授より重層支援会議と孤独・孤立対策地域協議会を一

体で運営する等、二つの事業を連携させていくことが望ましい話という

があった。 

✓ グループディスカッションを実施し、 

①地域共生社会づくりに区民を「まきこむ」にはどうすればよいか 

②孤独・孤立対策として品川区ができること、実施すべきことは何か 

という 2つのテーマについて、8つのグループ（1グループ 5～6人）に 

分けて議論した。 

 

図表 講演会の様子 
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グループディスカッションでは以下のような意見が得られた。 

 

【グループディスカッションで出た意見（一部抜粋）】 

⚫ テーマ①「地域共生社会づくりに区民を『まきこむ』にはどうすればよいか」 

➢ 小中学校の教育に福祉的テーマを取り入れていくことが必要。 

➢ 必要の情報が見つけやすいように、情報のデータベース化が必要。 

➢ 地域活動（祭り等）でつながりを作り、地域福祉（助け合い）につなげること。 

⚫ テーマ②「孤独・孤立対策として品川区ができること、実施すべきことは何か」 

➢ 社会福祉法人、社会福祉協議会の情報を行政機関が把握し、施策への連携を依頼すること。 

➢ 縦割りではなく、横のつながりのための仕組みづくりを行っていくこと。 

➢ 対面しなくてもつながれるようなものがあると良い。 

➢ 他の部署の施策を知り、伝えていけるような仕組みが必要。 

 

講演会後に実施したアンケートにより、講演会の参加者について、民間団体で福祉に関連した支援に携わってい

る人の割合が最も高かったことや、福祉分野以外の職員も参加していたことが分かった。 

 

図表 参加者の属性 

  




